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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

３ 第２期連結会計年度までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しなかったた

め記載していない。 

４ 当社は平成15年９月29日に設立され、第１期連結会計年度の数値については、日本コムシス株式会社は平成

15年４月１日から平成16年３月31日まで、サンワコムシスエンジニアリング株式会社及び東日本システム建

設株式会社は平成15年10月１日から平成16年３月31日までを対象期間としている。 

５ 第２期連結会計年度の数値については、日本コムシス株式会社の連結子会社の決算期変更（平成16年12月期

を平成17年３月期）により、同連結子会社の会計期間が15ヶ月となっている。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第１期 第２期 第３期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 248,960 293,681 307,485

経常利益 (百万円) 11,400 17,144 18,753

当期純利益 (百万円) 6,591 8,349 10,030

純資産額 (百万円) 121,326 128,062 137,160

総資産額 (百万円) 211,718 208,680 220,785

１株当たり純資産額 (円) 859.24 906.92 964.70

１株当たり当期純利益 (円) 45.96 58.42 69.65

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (円) － － 69.62

自己資本比率 (％) 57.3 61.4 62.1

自己資本利益率 (％) 5.7 6.7 7.6

株価収益率 (倍) 18.60 15.38 24.13

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 12,101 14,735 9,128

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △83 △4,831 △5,139

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △8,457 △7,426 △3,631

現金及び現金同等物の期末残高 (百万円) 32,889 35,287 35,814

従業員数 (人) 7,091 6,746 7,081



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれていない。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

３ 第２期事業年度までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しなかったため記

載していない。 

４ 第１期事業年度は、当社設立の日（平成15年９月29日）から平成16年３月31日までを対象期間としている。

５ 平成15年12月10日に中間配当に代えて、株式移転をなすべき日の前日（平成15年９月28日）の最終の日本コ

ムシス株式会社及び東日本システム建設株式会社の株主名簿（実質株主名簿含む。）に記載または記録され

た株主及び登録質権者に対して、その所有する日本コムシス株式会社の株式１株につき５円、東日本システ

ム建設株式会社の株式１株につき５円の株式移転交付金を支払った。 

６ 第２期事業年度の１株当たり配当額15円は、特別配当３円を含んでいる。 

  

回次 第１期 第２期 第３期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

営業収益 (百万円) 2,323 2,211 2,872

経常利益 (百万円) 1,915 1,738 2,392

当期純利益 (百万円) 1,864 1,720 2,344

資本金 (百万円) 10,000 10,000 10,000

発行済株式総数 (千株) 145,977 145,977 145,977

純資産額 (百万円) 110,634 105,877 106,939

総資産額 (百万円) 143,515 122,760 126,926

１株当たり純資産額 (円) 758.25 750.07 751.91

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額)

(円)
(円)

7.00
(－)

15.00
(5.00)

15.00
(7.00)

１株当たり当期純利益 (円) 12.78 11.86 16.55

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (円) － － 16.54

自己資本比率 (％) 77.1 86.2 84.3

自己資本利益率 (％) 1.7 1.6 2.2

株価収益率 (倍) 66.90 75.80 101.57

配当性向 (％) 54.8 126.5 90.6

従業員数 (人) 21 22 24



２ 【沿革】 

 当社は、平成15年９月に、電気通信設備工事事業及びその他の事業などを行っている日本コムシス株式

会社、サンワコムシスエンジニアリング株式会社（平成17年４月に商号を株式会社三和エレックから変

更）及び東日本システム建設株式会社（以下総称して「３統括事業会社」という。）の３社の株式移転に

より完全親会社、「コムシスホールディングス株式会社」として設立された。 

 当社設立以降の企業集団に係る経緯は、次のとおりである。 

  

年  月 概            要

平成15年９月 ３統括事業会社（現・連結子会社）が株式移転により当社を設立。 

当社の普通株式を株式会社東京証券取引所及び株式会社大阪証券取引所の市場第

一部に上場。

平成16年９月 株式会社三和エレックの第三者割当増資を引き受け。

平成17年１月 株式会社三和エレックのＮＴＴ情報通信エンジニアリング事業を日本コムシス株

式会社に集約。

平成17年４月 株式会社三和エレックはサンワコムシスエンジニアリング株式会社に商号変更。 

日本コムシス株式会社の電気通信エンジニアリング事業のうちキャリア系ビジネ

スをサンワコムシスエンジニアリング株式会社に集約。

平成17年10月 株式交換により國際電設株式会社（現・連結子会社）を完全子会社化し、同日付

で日本コムシス株式会社の100％子会社化。



３ 【事業の内容】 

 当社を持株会社とする「コムシスグループ」は、当社及び３統括事業会社に加え子会社42社及び関連会

社16社から構成され、電気通信建設工事業を中心とする「電気通信設備工事事業」及び情報処理関連事業

等の「その他の事業」を主な事業内容としている。 

 事業の系統図は概ね次のとおりである。 

  
 

（注）１ サンワコムシスエンジニアリング株式会社は、平成17年４月１日に株式会社三和エレックより商号変更して

いる。 

   ２ 國際電設株式会社は、平成17年10月１日に日本コムシス株式会社の100％子会社となっている。 

   ３ 株式会社トーシス新潟と東シス緑化株式会社は、平成17年10月１日に株式会社トーシス新潟を存続会社とし

て合併している。 

   ４ 株式会社信越でんつうは、平成18年３月３日に株式会社信越電通運送より商号変更している。 

  



４ 【関係会社の状況】 

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％) 
 

関係内容

(連結子会社)

日本コムシス㈱ (注)１、６、７
東京都 
港区

31,140
電気通信設備
工事事業

100.0
 

経営管理に関する契約を
締結している。 
役員の兼任      13名

サンワコムシスエンジニアリング 
㈱       (注)１、６、７

東京都 
目黒区

3,624
電気通信設備
工事事業

100.0 
 

経営管理に関する契約を
締結している。 
役員の兼任    １名

東日本システム建設㈱  (注)６
長野県 
長野市

360
電気通信設備
工事事業

100.0 
 

経営管理に関する契約を
締結している。 
役員の兼任    １名

東京通建㈱       (注)６
東京都 
港区

54
電気通信設備
工事事業

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

日東通建㈱       (注)６
東京都 
港区

60
電気通信設備
工事事業

95.0
(95.0)

営業上の取引はない。

オーティエンジニアリング㈱ 
            (注)６

東京都 
荒川区

80
電気通信設備
工事事業

99.7
(99.7)

営業上の取引はない。

中央・Ｃ㈱       (注)６
東京都 
杉並区

80
電気通信設備
工事事業

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。 
役員の兼任    １名

國際電設㈱       (注)６
東京都 
新宿区

157
電気通信設備
工事事業

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。 
役員の兼任    １名

㈱サンネットコム    (注)６
埼玉県 
さいたま市

50
電気通信設備
工事事業

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。 
役員の兼任    １名

コムシスネット㈱    (注)６
東京都 
品川区

50
電気通信設備
工事事業

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

コムシスビジネスサービス㈱ 
            (注)６

東京都 
港区

304
電気通信設備
工事事業

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

コムシステクノ㈱    (注)６
東京都 
品川区

50 その他の事業
100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

コムシス通産㈱     (注)６
東京都 
港区

60 その他の事業
100.0
(100.0)

事務用機器等のリースを
受けている。 
役員の兼任    １名

コムシスシェアードサービス㈱ 
            (注)６

東京都 
品川区

75 その他の事業
100.0
(100.0)

業務の一部を委託してい
る。 
役員の兼任    ２名

㈱大栄製作所    (注)３、６
東京都 
品川区

60
電気通信設備
工事事業

49.7
(49.7) 
[21.6]

営業上の取引はない。

コムシス東北テクノ㈱  (注)６
仙台市 
若林区

50 その他の事業
100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

コムシス関西エンジニアリング㈱ 
            (注)６

大阪市 
東成区

50
電気通信設備
工事事業

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

コムシス九州エンジニアリング㈱ 
            (注)６

福岡市 
博多区

50
電気通信設備
工事事業

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

三和電子㈱       (注)６
東京都 
千代田区

90
電気通信設備
工事事業

99.3
(99.3)

営業上の取引はない。

㈱エス・イー・シー・ハイテック
東京都 
中央区

30
電気通信設備
工事事業

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

㈱三和サポートエンジ
東京都 
中央区

20
電気通信設備
工事事業

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

㈱ロードテクノ
東京都 
中央区

50
電気通信設備
工事事業

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。



 
  



 
（注）１ 特定子会社に該当する。 

   ２ 上記連結子会社31社は、いずれも有価証券報告書または有価証券届出書を提出していない。 

   ３ 持ち分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としている。 

   ４ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数である。 

５ 議決権の所有割合の[ ]内は、緊密な者または同意している者の所有割合で外数である。 

   ６ 当社との「資金の集中・配分等のサービスに関する基本契約書」に基づき、キャッシュマネジメントシステ

ム（ＣＭＳ）を通じてコムシスグループ相互間で余剰不足資金を融通し、資金の効率化を図っている。 

   ７ 日本コムシス株式会社及びサンワコムシスエンジニアリング株式会社の売上高については、連結売上高に占

める割合が10％を超えている。 

     日本コムシス株式会社の主要な損益情報等 

              ① 売上高           217,779百万円 

② 経常利益          11,378百万円 

③ 当期純利益          5,295百万円 

④ 純資産額          113,939百万円 

⑤ 総資産額          165,751百万円 

     サンワコムシスエンジニアリング株式会社の主要な損益情報等 

              ① 売上高            49,703百万円 

② 経常利益           1,097百万円 

③ 当期純利益            480百万円 

④ 純資産額            4,865百万円 

⑤ 総資産額           27,519百万円 

  

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％) 
 

関係内容

㈱エス・イー・エム
東京都 
東村山市

35 その他の事業
69.2
(69.2)

営業上の取引はない。

㈱サンネクト
東京都 
港区

10 その他の事業
60.0
(60.0)

営業上の取引はない。

㈱トーシス長野
長野県 
長野市

21
電気通信設備
工事事業

71.7
(71.7)

営業上の取引はない。

㈱アルスター      (注)６
長野県 
松本市

40
電気通信設備
工事事業

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

㈱トーシス新潟
新潟県 
新潟市

42
電気通信設備
工事事業

63.5
(63.5)

営業上の取引はない。

㈱トーシスアクティス
新潟県 
長岡市

49
電気通信設備
工事事業

52.5
(52.5)

営業上の取引はない。

チューリップ警備㈱
新潟県 
新潟市

30
電気通信設備
工事事業

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

チューリップライフ㈱
新潟県 
新潟市

40 その他の事業
100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

喜元建設㈱       (注)６
長野県 
長野市

44
電気通信設備
工事事業

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数である。なお、当連結会計年度末における臨時従業員の総数は従業員数の100分の10未満

であるため記載しない。(以下「(2)提出会社の状況」においても同じ。) 

  

＜日本コムシスグループの連結子会社の状況＞ 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数である。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、区分できない管理部門に所属しているものである。 

  

＜サンワコムシスエンジニアリンググループの連結子会社の状況＞ 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数である。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、区分できない管理部門に所属しているものである。 

  

区分 従業員数(人)

全社 7,081

合計 7,081

区分 従業員数(人)

電気通信設備工事事業 3,491

その他の事業 504

全社(共通) 815

合計 4,810

区分 従業員数(人)

電気通信設備工事事業 1,131

その他の事業 20

全社(共通) 49

合計 1,200



＜東日本システム建設グループの連結子会社の状況＞ 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数である。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、区分できない管理部門に所属しているものである。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

２ 当社従業員は、すべて３統括事業会社の出向者からなり、平均勤続年数は各社での勤続年数を通算してい

る。 

  

(3) 労働組合の状況 

 コムシスグループは、コムシス関連労働組合協議会（組合員数2,796人）、サンコムユニオン（組合

員数278人）及びトーシスグループ労働組合（組合員数618人）があり、それぞれ情報産業労働組合連合

会に属している。 

 労使関係については良好であり、特に記載すべき事項はない。 

区分 従業員数(人)

電気通信設備工事事業 1,007

その他の事業 26

全社(共通) 14

合計 1,047

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

24 44.9 19.6 6,001,632

 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

＜コムシスグループの業績＞ 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油や金属等の原材料価格の高騰などの不安要素を抱えなが

らも、幅広い業種で企業収益の改善に伴う設備投資が増加するとともに、活況な株式市場や消費者マイ

ンドの好転を背景とした個人消費の増加等により、景気の回復基調を維持したまま推移した。 

 コムシスグループを取り巻く情報通信の分野においては、政府が推進する「ｕ－ｊａｐａｎ政策」、

「ＩＴ新改革戦略」が目指すユビキタスネット社会の実現に向けて、通信ネットワークを活用した遠隔

勤務（テレワーク）や遠隔医療、電子行政サービス、災害防止のための遠隔監視など、ＩＣＴ

（Information and Communications Technology）が社会基盤として急速に定着しつつある。また、光

アクセスサービスを中心としたブロードバンドサービスの急速な需要拡大、移動通信分野におけるナン

バーポータビリティサービス、新規通信キャリアの参入などにより、通信・放送のサービスの融合化が

進展していくとともに、サービスの高度化・差別化が一層加速するなど、電気通信事業者間の顧客獲得

に向けた競争はますます熾烈化するものと想定される。 

 コムシスグループとしては、３統括事業会社を中心に、各ステークホルダーの期待に応えるととも

に、コムシスグループ経営ビジョンである、「ワンストップソリューションのトップブランドを目指

す」、「各ステークホルダーから『最良の選択』と評価される会社を目指す」、「グループとして継続

的に増収増益のできる会社を目指す」を具現化するため、「事業の選択と集中」、「ＩＴソリューショ

ン事業の拡大」、「経営改善施策の推進」の各施策を柱とし、事業改革に積極的に取り組んできた。具

体的には、①統括事業会社間の事業分野の見直しとそれに伴う人員の再配置等の事業再編を実施するな

ど、「事業の選択と集中」による経営統合のシナジー効果の最大化、②ＩＰ電話ソリューション「ｃｏ

ｍｓｉｐ」等のコムシスブランドの確立によるＩＰ分野への事業拡大や、高度化・多様化するお客様ニ

ーズに即応できる高スキル技術者集団の育成による「ＩＴソリューション事業の拡大」、③集中購買や

共通業務等のオペレーション業務の集約化・効率化による材料費・人件費の削減、協力会社との役割分

担の明確化による外注費の見直し、「コムシス式カイゼン」による抜本的な仕事の見直しなど、グルー

プをあげ「経営改善施策の推進」に取り組んできた。 

 このような状況のもと、当連結会計年度における受注高については、ＮＴＴ情報通信エンジニアリン

グ事業におけるＢフレッツ関連工事やナンバーポータビリティサービス関連工事の受注が堅調に推移し

たことに加え、電気通信エンジニアリング事業におけるキャリア系ビジネスが好調だったことにより、

3,100億円（前期比7.9％増）と前期を上回った。また、売上高についても、堅調な受注を背景に、事業

再編による各統括事業会社間の人員の再配置、協力会社を含めた施工体制の強化等により、3,074億８

千万円（前期比4.7％増）と前期を上回ることができた。更に損益面についても、競争の激化に伴う受

注価格の下落や工事の小規模化に伴う原価率の上昇等、厳しい状況が続いたが、売上高の増加及び「コ

ムシス式カイゼン」等の経営改善施策に積極的に取り組んだ結果、経常利益は187億５千万円（前期比

9.4％増）と前期を上回った。また、当期純利益についても、平成電電株式会社に対する貸倒引当金繰

入額や事業再編等に伴う特別退職金など特別損失を31億３千万円計上したが、投資有価証券売却益など

特別利益８億円を計上したことにより、100億３千万円（前期比20.1％増）となり前期を上回ることが

できた。 

  



＜日本コムシスグループの業績＞ 

 日本コムシスグループは、ＮＴＴ情報通信エンジニアリング事業におけるＢフレッツを中心としたブ

ロードバンドアクセス関連工事の増大やＦＯＭＡ基地局工事を中心とした移動体関連工事の増大へ対処

するため、協力会社を含めた万全の施工体制で対応してきた。ＩＴソリューション事業においては、昨

年７月に、幕張メッセで開催された「Ｉｎｔｅｒｏｐ Ｔｏｋｙｏ 2005」において、ソフトフォン機

能やモバイルセントレックス機能等を高く評価され、「Ｐｅｏｐｌｅ’ｓ Ｃｈｏｉｃｅ特別賞」を受

賞したＩＰ電話ソリューション「ｃｏｍｓｉｐ」を、幅広く一般企業向けに販売展開した。更に、昨年

11月と本年１月には、電気通信機器メーカーであるサクサ株式会社及び株式会社ナカヨ通信機の２社と

業務提携を行い、各社が保有するソリューションや製品・技術を融合させた新たな事業領域の拡大を図

るなど、積極的な営業活動に取り組んできた。 

 また、事業の拡大と効率的な事業運営を一層強化するため、昨年４月に組織改正を行い、ソリューシ

ョンビジネスの本格展開に向け、システム提案・施工・オペレーションに至る一連のお客様対応を、ワ

ンストップで実現する一元的な組織として、「ＩＴビジネス事業本部」を発足させた。これにより、顧

客情報やマーケット情報を踏まえた営業戦略展開及びソリューション開発によるビジネス拡大を図ると

ともに、支店支援体制等の充実・強化を図った。更に昨年９月には、次世代ＩＰネットワークの構築・

拡大に対応すべく、「次世代ネットワーク部」を新設し、高度で多様化するユーザニーズに即応できる

体制をより強化した。 

 なお、昨年10月に國際電設株式会社及び荘司通信工業株式会社の２社を完全子会社化し、ＮＴＴ情報

通信エンジニアリング事業における首都圏エリアでの所外系施工体制の効率化及びコスト競争力の強化

を図った。 

 このような状況のもと、当期における受注高については、Ｂフレッツ関連工事やナンバーポータビリ

ティサービス関連工事の受注が、引き続き好調に推移したこと等により、2,380億４千万円（前期比

5.2％増）となった。また、売上高についても、堅調な受注を反映し、Ｂフレッツ関連工事の完成が増

加した等により、2,361億７千万円（前期比3.8％増）となった。更に損益面についても、受注価格の下

落等厳しい状況が続いたが、売上高の増加及び「コムシス式カイゼン」の推進、協力会社との役割分担

見直し、業務集約化等によるコスト削減施策に取り組んだ結果、経常利益は166億９千万円（前期比

6.8％増）となった。一方、当期純利益については、事業再編等に伴う特別退職金10億６千万円など特

別損失を26億８千万円計上したことにより、90億５千万円（前期比2.6％減）となった。 

 なお、前期業績の数値については、日本コムシス株式会社の連結子会社の決算期変更（平成16年12月

期を平成17年３月期）により、同連結子会社の会計期間が15ヶ月となっているが、12ヶ月とした場合の

当期純利益の前期比は4.6％増となる。 

  

＜サンワコムシスエンジニアリンググループの業績＞ 

 サンワコムシスエンジニアリンググループは、電気通信エンジニアリング事業におけるキャリア系ビ

ジネスを中心に、一層の事業の拡大と、効率的な事業運営を強力に推進するため、営業戦略会議による

市場分析の強化、事業毎の月次損益管理の徹底を図ってきた。更に、営業活動から積算、受注、施工、

経営管理までの業務全体を最適化するために開発した、コムシスグループ共通の「フロント業務支援シ

ステム（ＣＯＭＦＯＲＣＥ）」の導入等により、業務の効率化についても推進してきた。 

 営業活動においては、キャリア系ビジネスの業容拡大及び全国展開を図るため、中国支店・四国支

店・沖縄支店を開設し、新たな営業、施工体制を構築した。 

 このような状況のもと、キャリア系ビジネスの好調に支えられ、当期における受注高については、

566億３千万円（前期比40.2％増）、売上高についても、570億２千万円（前期比29.0％増）となった。



更に損益面についても、電気設備及び通信設備工事の不採算等があったが、キャリア系ビジネスによる

大幅な売上高の増加、月次管理による利益管理及び経費削減策等に積極的に取り組んだ結果、経常利益

は13億３千万円（前期比214.8％増）となった。また、当期純利益についても、平成電電株式会社に対

する貸倒引当金繰入額３億４千万円を特別損失に計上したが、投資有価証券売却益１億４千万円を特別

利益に計上したことにより、５億９千万円（前期は当期純損失25億８千万円）となった。 

 なお、キャリア系ビジネスに携わっていた、日本コムシス株式会社からの出向者（153名）が本年４

月１日付でサンワコムシスエンジニアリング株式会社に転籍をしている。これによりキャリア系ビジネ

スの体制を強化し、コムシスグループの業容拡大を図っていくこととしている。 

  

＜東日本システム建設グループの業績＞ 

 東日本システム建設グループは、「顧客満足から顧客感動へ」を基本方針に掲げ、品質の維持・向上

に向けた施工体制の強化等にも積極的に取り組み、多様化・高度化するお客様の要望に的確に応えられ

るよう、常にお客様の立場に立ったサービスを提供してきた。特に、ＮＴＴ情報通信エンジニアリング

事業におけるＢフレッツ需要の急増に対応するため、大幅な光技術者の増員と育成を行い、今後を見据

えた体制の強化を図ってきた。 

 また、ＩＴソリューション事業においては、これまでに開発した学校教育現場の業務改革ソフト「ス

クールオフィス」や災害時等に携帯電話を活用して安否を確認するＡＳＰサービス「安否確認システ

ム」等の機能の強化を図り、行政や一般企業向けに幅広く販売展開を図ってきた。 

 このような状況のもと、Ｂフレッツの需要増等により受注高については291億２千万円（前期比2.7％

増）となった。また、売上高についても283億４千万円（前期比1.7％増）となった。損益面ではＮＴＴ

情報通信エンジニアリング事業におけるＢフレッツ需要の急激な伸びに対応するための体制強化に費用

を要したことなどから、一時的な収益の悪化が影響して、経常利益６億３千万円（前期比41.5％減）、

当期純利益２億２千万円（前期比56.3％減）という結果になった。 

 なお、「ＮＴＴグループ中期経営戦略」に対応するため、協力会社の体制強化等エンジニアリング体

制全般にわたる抜本的見直しを図るとともに、本年４月にＩＴソリューション事業の収益改善を指向し

た組織改正を実施した。これにより、コムシスグループの経営ビジョン実現に向けた体制の強化を図っ

ていくこととする。 

  

＜グループ別業績一覧＞ 

（単位：百万円） 

 
(注) １ 各グループ間の内部取引の相殺消去はしていない。 

２ （ ）内のパーセント表示は、前期比 

  

＜当社の業績＞ 

 当社は、日本コムシス株式会社等統括事業会社より経営管理料として５億５千万円、配当金として23

億２千万円を受領した。その結果、営業収益は28億７千万円、営業利益は23億３千万円、経常利益は23

億９千万円、当期純利益は23億４千万円となった。 

  

日本コムシス サンワコムシスエンジ 東日本システム建設

グループ ニアリンググループ グループ

受注高 238,046 （ 5.2％） 56,637 （ 40.2％） 29,128 （ 2.7％）

売上高 236,177 （ 3.8％） 57,029 （ 29.0％） 28,346 （ 1.7％）

経常利益 16,694 （ 6.8％） 1,331 （ 214.8％） 634 （△41.5％）

当期純利益 9,053 （ △2.6％） 598 （ － ％） 226 （△56.3％）



(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、法人税等の

支払、有形固定資産の取得、配当金の支払などの要因により一部相殺されたものの、税金等調整前当期

純利益の増加などにより、前連結会計年度末に比べ５億２千万円増加し、当連結会計年度末には358億

１千万円となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は91億２千万円（前期比38.0％減）となった。

収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益164億２千万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増

加額32億９千万円及び法人税等の支払額75億９千万円である。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は51億３千万円（前期比6.3％増）となった。

これは、主に有形固定資産の取得額41億５千万円である。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は36億３千万円（前期比51.1％減）となった。

これは、主に配当金の支払額23億９千万円である。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

 コムシスグループが営んでいる事業の大部分を占める電気通信設備工事事業及びその他の事業では生産

実績を定義することが困難であり、電気通信設備工事事業においては請負形態をとっているため販売実績

という定義は実態にそぐわない。 

 よって「生産、受注及び販売の状況」については、当社の連結での受注及び売上の合計を記載してい

る。 

 なお、その他の事業の全体に占める割合が僅少であるため、事業別の記載を省略している。 

  

(1) 受注実績 

 受注実績は次のとおりである。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 売上実績 

 売上実績は次のとおりである。 

  

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 主な相手先別の売上及びその割合は次のとおりである。 

  

 
(注) １ ＮＴＴグループは、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミ

ュニケーションズ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ等である。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 

          至 平成18年３月31日)    （百万円）
前期比(％)

310,005 ＋7.9

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 

          至 平成18年３月31日)    （百万円）
前期比(％)

307,485 ＋4.7

相手先

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

ＮＴＴグループ 166,679 56.7 184,117 59.9



 また、３統括事業会社の受注及び売上の状況が、コムシスグループの受注及び売上の大半を占めるた

め、参考に３統括事業会社単独の事業の状況を示すと次のとおりである。 

  

＜日本コムシス株式会社＞ 

① 受注高、売上高、繰越高及び施工高 

  

 
(注) １ 前期以前に受注したもので、契約の更改により請負金額に変更があるものについては、期中受注高にその

増減額を含む。したがって、期中売上高にも係る増減額が含まれる。 

２ 期末繰越高の施工高は、支出金より手持高の施工高を推定したものである。 

３ 期中施工高は、(期中売上高＋期末繰越高の施工高－前期末繰越高の施工高)に一致する。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれていない。(③以下の各表についても同じ。) 

  
  
② 受注高の受注方法別比率 

 受注は、指名競争入札を原則として契約している。 

  

項目 種別
期首
繰越高

(百万円)

期中
受注高

(百万円)

計

(百万円)

期中
売上高

(百万円)

期末繰越高 期中
施工高

(百万円)

手持高
(百万円)

うち施工高 
(％、百万円)

前期

自

平
成
十
六
年
四
月
一
日

至 
 
平
成
十
七
年
三
月
三
一
日

 

総
合
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ

ン
グ
サ
丨
ビ
ス
事
業

ＮＴＴ情報通信エ
ンジニアリング事
業

18,794 138,922 157,717 135,967 21,750 29.3 6,364 137,530

電気通信エンジニ
アリング事業

15,294 37,811 53,106 39,071 14,035 35.8 5,029 40,372

ＩＴソリューショ
ン事業

5,572 22,165 27,737 21,578 6,159 16.2 995 21,331

計 39,662 198,899 238,562 196,617 41,945 29.5 12,389 199,235

社会システム関連事業等 14,592 11,658 26,251 13,317 12,934 7.1 922 10,318

合計 54,255 210,558 264,813 209,934 54,879 24.3 13,312 209,553

当期

自

平
成
十
七
年
四
月
一
日

至 
 
平
成
十
八
年
三
月
三
一
日

 

総
合
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ

ン
グ
サ
丨
ビ
ス
事
業

ＮＴＴ情報通信エ
ンジニアリング事
業

21,750 165,392 187,143 161,559 25,583 25.3 6,477 161,671

電気通信エンジニ
アリング事業

14,035 18,875 32,910 21,441 11,468 29.0 3,325 19,738

ＩＴソリューショ
ン事業

6,159 27,772 33,932 25,514 8,417 14.3 1,203 25,722

計 41,945 212,040 253,986 208,515 45,470 24.2 11,006 207,131

社会システム関連事業等 12,934 8,213 21,148 9,264 11,883 28.5 3,385 11,726

合計 54,879 220,254 275,134 217,779 57,354 25.1 14,391 218,858



③ 売上高 

  

 
(注) １ 前期の売上高のうち、請負金額10億円以上の主なものは次のとおりである。 

 
２ 当期の売上高のうち、請負金額11億円以上の主なものは次のとおりである。 

 
３ 売上高総額に対する割合が100分10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりである。 

 
(注) ＮＴＴグループは、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュ

ニケーションズ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ等である。 

  

区  分
前期

(自 平成16年４月１日
  至 平成17年３月31日)

当期
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

総合エンジニ
アリングサー
ビス事業

ＮＴＴ情報通信エンジニ
アリング事業（百万円）

135,967 161,559

電気通信エンジニアリン
グ事業（百万円）

39,071 21,441

ＩＴソリューション事業
（百万円）

21,578 25,514

計（百万円） 196,617 208,515

社会システム関連事業等（百万円） 13,317 9,264

合計（百万円） 209,934 217,779

大豊建設株式会社 ひばりが丘新築工事（ＪＶ）

山田建設株式会社 （仮称）ミオカステーロ江田新築工事

東日本電信電話株式会社 平成16年度 草加ビル他15ビルサービス総合工事

東日本電信電話株式会社 平成16年度 常盤ビル他16ビルサービス総合工事

山田建設株式会社 （仮称）マイキャッスル府中宮町Ⅱ新築工事

東日本電信電話株式会社 平成17年度 草加ビル他15ビルサービス総合工事

前田興産株式会社 鳩ヶ谷新築工事

東日本電信電話株式会社 平成17年度 常盤ビル他16ビルサービス総合工事

東日本電信電話株式会社 杉並ビル他9ビルサービス総合工事

東日本電信電話株式会社 八王子ビル他11ビルサービス総合工事

山田建設株式会社 （仮称）ミオカステーロ泊新築工事

相手先

前期
  (自 平成16年４月１日
  至 平成17年３月31日)

当期
 (自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

ＮＴＴグループ 135,967 64.7 161,559 74.2



④ 手持高(平成18年３月31日現在) 

  

 
(注) 手持高のうち、請負金額4.5億円以上の主なものは次のとおりである。 

 
  

区  分
前期

(自 平成16年４月１日
  至 平成17年３月31日)

当期
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

総合エンジニ
アリングサー
ビス事業

ＮＴＴ情報通信エンジニ
アリング事業（百万円）

21,750 25,583

電気通信エンジニアリン
グ事業（百万円）

14,035 11,468

ＩＴソリューション事業
（百万円）

6,159 8,417

計（百万円） 41,945 45,470

社会システム関連事業等（百万円） 12,934 11,883

合計（百万円） 54,879 57,354

大豊建設株式会社 （仮称）新丸子東地区開発計画 平成19年９月竣工予定

大豊建設株式会社 （仮称）戸塚上倉田町プロジェクト新築工事 平成18年９月竣工予定

神奈川県 高速鉄道４号線白坂工区土木工事 平成18年９月竣工予定

山田建設株式会社 （仮称）ミオカステーロ泊Ⅱ新築工事 平成19年６月竣工予定

日本土建工業株式会社 法円坂建替住宅１号館建築工事 平成19年11月竣工予定



＜サンワコムシスエンジニアリング株式会社＞ 

① 受注高、売上高、繰越高及び施工高 

  

 
(注) １ 前期以前に受注したもので、契約の更改により請負金額に変更があるものについては、期中受注高にその

増減額を含む。したがって、期中売上高にも係る増減額が含まれる。 

２ 期末繰越高の施工高は、支出金より手持高の施工高を推定したものである。 

３ 期中施工高は、(期中売上高＋期末繰越高の施工高－前期末繰越高の施工高)に一致する。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれていない。(③以下の各表についても同じ。) 
  
  

② 受注高の受注方法別比率 

 受注は、指名競争入札を原則として契約している。 

  

項目 種別
期首
繰越高

(百万円)

期中
受注高

(百万円)

計

(百万円)

期中
売上高

(百万円)

期末繰越高 期中
施工高

(百万円)

手持高
(百万円)

うち施工高 
(％、百万円)

前期

自

平
成
十
六
年
四
月
一
日

至 
 
平
成
十
七
年
三
月
三
一
日

 

総
合
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ

ン
グ
サ
丨
ビ
ス
事
業

ＮＴＴ情報通信エ
ンジニアリング事
業

1,293 9,493 10,787 10,173 614 27.5 169 9,801

電気通信エンジニ
アリング事業

9,996 20,365 30,361 23,227 7,133 27.5 1,959 22,335

ＩＴソリューショ
ン事業

― ― ― ― ― ― ― ―

計 11,290 29,859 41,149 33,401 7,747 27.5 2,128 32,136

社会システム関連事業等 1,758 2,163 3,921 2,624 1,297 31.4 406 2,490

合計 13,048 32,022 45,071 36,025 9,045 28.0 2,535 34,626

当期

自

平
成
十
七
年
四
月
一
日

至 
 
平
成
十
八
年
三
月
三
一
日

 

総
合
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ

ン
グ
サ
丨
ビ
ス
事
業

ＮＴＴ情報通信エ
ンジニアリング事
業

614 2,017 2,631 2,057 573 57.4 329 2,217

電気通信エンジニ
アリング事業

7,133 43,787 50,921 44,223 6,697 33.4 2,237 44,502

ＩＴソリューショ
ン事業

― 347 347 174 173 36.3 63 237

計 7,747 46,152 53,900 46,455 7,445 35.3 2,630 46,957

社会システム関連事業等 1,297 3,046 4,343 3,248 1,095 16.9 184 3,026

合計 9,045 49,198 58,244 49,703 8,540 33.0 2,815 49,983



③ 売上高 

  

 
(注) １ 前期の売上高のうち、請負金額３億円以上の主なものは次のとおりである。 

 
２ 当期の売上高のうち、請負金額４億円以上の主なものは次のとおりである。 

 
３ 売上高総額に対する割合が100分10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりである。 

 
  (注) ＮＴＴグループは、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュ

ニケーションズ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ等である。 

  

区  分
前期

(自 平成16年４月１日
  至 平成17年３月31日)

当期
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

総合エンジニ
アリングサー
ビス事業

ＮＴＴ情報通信エンジニ
アリング事業（百万円）

10,173 2,057

電気通信エンジニアリン
グ事業（百万円）

23,227 44,223

ＩＴソリューション事業
（百万円）

― 174

計（百万円） 33,401 46,455

社会システム関連事業等（百万円） 2,624 3,248

合計（百万円） 36,025 49,703

日本コムシス株式会社 丸の内１丁目１街区開発計画Ａ工区新築工事

首都高速道路公団※ 平成16年度 受変電設備維持

株式会社エヌ・ティ・ティ 

・ドコモ
ＮＴＴＤｏＣｏＭｏ墨田ビル（仮称）新築電気設備工事

 ※首都高速道路公団は、平成17年10月１日に首都高速道路株式会社に民営化している。

東京電力株式会社 東京電力株式会社ＦＴＴＨ宅内引込工事（東京エリア）２

東京電力株式会社 東京電力株式会社ＦＴＴＨ宅内引込工事（東京エリア）

川崎市 北部医療施設新築通信設備工事

ＫＤＤＩ株式会社 ａｕ０５２Ｇ３

ＫＤＤＩ株式会社 ａｕ０５２Ｇ１

相手先

前期
 (自 平成16年４月１日
  至 平成17年３月31日)

当期
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

ＮＴＴグループ 10,173 28.2 ― ―

ＫＤＤＩ株式会社 ― ― 10,721 21.6



④ 手持高(平成18年３月31日現在) 

  

 
(注) 手持高のうち、請負金額１億円以上の主なものは次のとおりである。 

区  分
前期

(自 平成16年４月１日
  至 平成17年３月31日)

当期
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

総合エンジニ
アリングサー
ビス事業

ＮＴＴ情報通信エンジニ
アリング事業（百万円）

614 573

電気通信エンジニアリン
グ事業（百万円）

7,133 6,697

ＩＴソリューション事業
（百万円）

― 173

計（百万円） 7,747 7,445

社会システム関連事業等（百万円） 1,297 1,095

合計（百万円） 9,045 8,540

学校法人日本大学
日本大学芸術学部江古田キャンパス整備事業に伴う校 

舎新築工事
平成22年６月竣工予定

ＮＥＣリース株式会社 東京都防災無線（衛星系） 平成19年２月竣工予定

首都高速道路株式会社 神山町他８換気所電気設備工事 平成19年３月竣工予定

東京都
都立八王子地区産業高等学校（仮称）（Ｈ17）改築及 

び改修電気設備工事
平成19年３月竣工予定

ボーダフォン株式会社 ＶＦ基地局工事２ 平成18年６月竣工予定



＜東日本システム建設株式会社＞ 

① 受注高、売上高、繰越高及び施工高 

  

 
(注) １ 前期以前に受注したもので、契約の更改により請負金額に変更があるものについては、期中受注高にその

増減額を含む。したがって、期中売上高にも係る増減額が含まれる。 

２ 期末繰越高の施工高は、支出金より手持高の施工高を推定したものである。 

３ 期中施工高は、(期中売上高＋期末繰越高の施工高－前期末繰越高の施工高)に一致する。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれていない。(③以下の各表についても同じ。) 

  
  
② 受注工事高の受注方法別比率 

 受注は、指名競争入札を原則として契約している。 

  

項目 種別
期首
繰越高

(百万円)

期中
受注高

(百万円)

計

(百万円)

期中
売上高

(百万円)

期末繰越高 期中
施工高

(百万円)

手持高
(百万円)

うち施工高 
(％、百万円)

前期

自

平
成
十
六
年
四
月
一
日

至 
 
平
成
十
七
年
三
月
三
一
日

 

総
合
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ

ン
グ
サ
丨
ビ
ス
事
業

ＮＴＴ情報通信エ
ンジニアリング事
業

1,321 14,659 15,981 13,909 2,071 26.3 545 14,167

電気通信エンジニ
アリング事業

1,051 3,100 4,151 2,951 1,199 19.7 237 2,893

ＩＴソリューショ
ン事業

206 3,328 3,534 3,448 86 61.9 53 3,449

計 2,579 21,088 23,667 20,309 3,357 24.9 836 20,510

社会システム関連事業等 344 1,493 1,838 1,488 349 96.2 336 1,705

合計 2,923 22,582 25,506 21,798 3,707 31.6 1,173 22,215

当期

自

平
成
十
七
年
四
月
一
日

至 
 
平
成
十
八
年
三
月
三
一
日

 

総
合
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ

ン
グ
サ
丨
ビ
ス
事
業

ＮＴＴ情報通信エ
ンジニアリング事
業

2,071 15,208 17,280 15,385 1,894 19.4 368 15,208

電気通信エンジニ
アリング事業

1,199 4,209 5,409 3,520 1,889 13.1 247 3,530

ＩＴソリューショ
ン事業

86 3,191 3,277 3,062 215 18.1 39 3,048

計 3,357 22,609 25,967 21,967 3,999 16.4 656 21,787

社会システム関連事業等 349 621 971 723 247 38.1 94 480

合計 3,707 23,230 26,938 22,690 4,247 17.7 750 22,268



③ 売上高 

  

 
(注) １ 前期の売上高のうち、請負金額３億円以上の主なものは次のとおりである。 

 
２ 当期の売上高のうち、請負金額６億円以上の主なものは次のとおりである。 

 
３ 売上高総額に対する割合が100分10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりである。 

 
(注) ＮＴＴグループは、東日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ等である。 

  

区  分
前期

(自 平成16年４月１日
  至 平成17年３月31日)

当期
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

総合エンジニ
アリングサー
ビス事業

ＮＴＴ情報通信エンジニ
アリング事業（百万円）

13,909 15,385

電気通信エンジニアリン
グ事業（百万円）

2,951 3,520

ＩＴソリューション事業
（百万円）

3,448 3,062

計（百万円） 20,309 21,967

社会システム関連事業等（百万円） 1,488 723

合計（百万円） 21,798 22,690

東日本電信電話株式会社 石堂ビル他41ビルサービス総合工事（アクセス）

東日本電信電話株式会社 新潟西ビル他59ビルサービス総合工事（Ａ線路）

東日本電信電話株式会社 新潟西ビル他59ビルサービス総合工事（Ａ宅内）

東日本電信電話株式会社 上田ビル他41ビルサービス総合工事（アクセス）

東日本電信電話株式会社 長岡ビル他61ビルサービス総合工事（線路）

東日本電信電話株式会社 長岡ビル他61ビルサービス総合工事（アクセス）

東日本電信電話株式会社 石堂ビル他41ビルサービス総合工事（アクセス）

東日本電信電話株式会社 新潟西ビル他59ビルサービス総合工事（Ａアクセス）

東日本電信電話株式会社 新潟西ビル他59ビルサービス総合工事（Ａユーザ）

東日本電信電話株式会社 石堂ビル他41ビルサービス総合工事（ユーザ）

相手先

前期
  (自 平成16年４月１日
  至 平成17年３月31日)

当期
 (自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

ＮＴＴグループ 13,909 63.8 15,385 67.8



④ 手持高(平成18年３月31日現在) 

  

 
(注) 手持高のうち、請負金額1.5億円以上の主なものは次のとおりである。 

 
  

区  分
前期

(自 平成16年４月１日
  至 平成17年３月31日)

当期
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

総合エンジニ
アリングサー
ビス事業

ＮＴＴ情報通信エンジニ
アリング事業（百万円）

2,071 1,894

電気通信エンジニアリン
グ事業（百万円）

1,199 1,889

ＩＴソリューション事業
（百万円）

86 215

計（百万円） 3,357 3,999

社会システム関連事業等（百万円） 349 247

合計（百万円） 3,707 4,247

株式会社鈴木 日滝原新工場建設工事(電気設備工事) 平成18年７月竣工予定

長野市 長野市民病院増床事業 電気設備工事 平成20年２月竣工予定

ＫＤＤＩ株式会社 長野自動車道 岡谷ＪＣＴ～更埴間増心工事 平成19年３月竣工予定

株式会社佐渡テレビジョン 伝送路リニューアル工事 平成18年９月竣工予定



３ 【対処すべき課題】 

 コムシスグループの事業領域である情報通信市場を展望すると、主要取引先であるＮＴＴグループをは

じめとする電気通信事業者の動向は、光化・ＩＰ化の急速な進展を背景に、固定・移動、放送・通信等の

サービスの融合化が一段と加速するとともに、それに伴う国内外の事業者の合従連衡、他業種との連携、

新たなビジネスモデルの創出等が進展するなど市場構造のみならず、競争・投資構造も急激に変化してき

ている。ＮＴＴグループにおいては「ＮＴＴグループ中期経営戦略」により、ＩＰベースのシームレスな

サービスが提供できる次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の構築による多彩なブロードバンド・ユビキタスサ

ービスの展開を目指している。そして本年12月から開始予定のＮＧＮのフィールドトライアルにより、Ｎ

ＴＴグループ間の連携はもとより、他通信キャリアとの相互接続や情報家電メーカー等との提携等につい

ても、幅広いフィールドでの検証が始まるなど市場は活性化すると思われるが、同時に情報通信サービス

分野での競争は、ますます熾烈化するものと想定される。 

 このような事業環境のもと、コムシスグループは激変する企業環境に積極的に適応し、経営ビジョンを

具現化するため、従来にも増して「事業の選択と集中」、「ＩＴソリューション事業の拡大」、「経営改

善施策の推進」、「内部統制システムの整備」の各施策を柱とし、事業改革に積極的に取り組むととも

に、グループの結束を強固なものとし、グループ全体の企業価値及び株主価値の最大化に努力していく所

存である。 

 具体的施策については、次のとおりである。 

  

（事業の選択と集中） 

 コムシスグループの企業特性を最大限に活かし、事業の選択と集中によりグループ内事業の集約及び

再編成をダイナミックに行い、コア事業への特化による市場優位性を確保するとともに、グループのス

ケールメリットとコアコンピタンスを活かし、各ステークホルダーに対してより大きな付加価値を提供

していくこととする。また、経営資源の再配置による経営統合のシナジー効果の最大化に取り組んでい

く所存である。 

  

（ＩＴソリューション事業の拡大） 

 コムシスブランド商品の開発による商品力の強化、ＩＰ技術者育成による技術力の強化、営業・施

工・保守を一体としたワンストップソリューションプロバイダとして提案力の強化に努め、ＩＴソリュ

ーション事業がコムシスグループの事業の柱となるべく業容拡大を図っていくこととする。 

  

（経営改善施策の推進） 

 コムシスグループのオペレーション業務を集約化することにより、情報の共有化を図り、効率性・生

産性を向上させるとともに、「コムシス式カイゼン」では、今までの固定観念を払拭し、徹底的に“ム

ダ”を排除することにより、経費削減、資産効率・生産性の向上を図るなど、経営統合効果及び事業改

革効果の最大化へ向け、更なる経営改善に取り組んでいくこととする。 

  

（内部統制システムの整備） 

 当社は、コーポレート・ガバナンスの強化、ＣＳＲ（企業の社会的責任）の推進、コンプライアンス

の徹底、リスク管理の強化等に努めるとともに、本年５月１日の会社法施行に伴い策定した「内部統制

システム構築の基本方針」に基づき、業務の有効性と効率性、財務報告の信頼性、関連法令の遵守体制

及び資産の保全を第一義と考え、内外環境の変化に対応した内部統制システムの整備に取り組んでいく

こととする。 

  



４ 【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがある。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在においてコムシスグループが判断したもので

ある。 

  

(1) 特定取引先への依存に伴うリスク 

 コムシスグループの主たる事業はＮＴＴグループ各社を主要取引先とした、電気通信設備工事事業で

あるが、その依存度が50％を超えているため、ＮＴＴグループ各社の設備投資の規模や構造等の動向に

より、コムシスグループの業績に影響を及ぼすリスクを有している。 

  

(2) 安全品質に関するリスク 

 コムシスグループは「安全は全てに優先する」をモットーに、人身事故はもとより設備事故を含めた

『事故の撲滅』を目標に、協力会社を含めた社員研修等の実施により、工事の安全品質管理の徹底に取

り組んでいる。しかしながら、万が一、事故を発生させた場合、各取引先に対し信頼を失うとともに、

一定期間指名停止等による受注機会の喪失や瑕疵担保責任及び製造物責任の履行等により、グループの

業績に影響を及ぼすリスクを有している。 

 また、コムシスグループは、個人情報を含む取引先から委託された情報等の管理については、統括事

業会社のＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）やプライバシーマークの認証取得の実績

を活かし、グループ全体として情報セキュリティ管理に万全を期している。しかしながら、万が一、預

かった情報の処理・保管等の再委託先による情報流出や外部からの不正アクセス等の犯罪行為による情

報漏洩が発生した場合、各取引先に対する信頼を失うとともに、管理責任を問われる損害賠償責任の履

行等により、グループの業績に影響を及ぼすリスクを有している。 

  

(3) 業績の季節変動に伴うリスク 

 コムシスグループの主たる事業である電気通信設備工事事業においては、受注及び売上の計上が年度

末である３月に偏重する傾向があるので、連結会計期間の上半期と下半期のグループ業績に著しい相違

が生じるリスクを有している。 

  

(4) 保有資産に関するリスク 

 コムシスグループは、事業運営上の必要性から、不動産や有価証券等の資産や年金資産を保有してい

るが、時価の変動等により、グループの業績に影響を及ぼすリスクを有している。 

  

(5) 取引先の信用リスク 

 コムシスグループは、取引先に関して外部調査機関等の利用によるリアルタイムな与信管理を厳格に

行うとともに、法務部門による契約書審査を行うなど、信用リスク回避に向けて万全の体制を構築して

いる。しかしながら、万が一、取引先の信用不安が発生した場合、当該取引先が顧客であれば工事代金

の回収不能の発生、または、外注先であれば工事の施工遅延等により、グループの業績に影響を及ぼす

リスクを有している。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

 該当事項なし。 

  

６ 【研究開発活動】 

 コムシスグループでは、主要事業である電気通信設備工事事業を効率的かつ安全に遂行するための研究

開発をベースに、電話時代からＩＰブロードバンド時代への急速な変革に合わせ、市場開拓戦略に対応し

た新分野技術及び経営合理化につながるシステム開発などを重要課題として研究開発を進めている。 

 当連結会計年度における研究開発費は、２億４千万円である。 

 研究開発は、日本コムシス株式会社の技術研究開発センタ及び東日本システム建設株式会社の技術開発

センタで行っており、主な研究開発対象は次のとおりである。なお、その他の事業について研究開発活動

は特段行っていないため、事業別の記載を省略している。 

  

＜日本コムシス株式会社＞ 

① 施工の効率化技術の研究開発 

イ ビル成端箱内ユニット工法の開発 

ロ 地下接続作業台の開発 

ハ ネーム付き牽引紐の開発 

② 工事安全及び品質向上技術の研究開発 

イ 携帯電話を利用した作業指示システムの開発 

ロ ガス漏洩監視システムの開発 

ハ 転落防止バーの開発 

③ 新技術・システムの研究開発 

イ ケーブル耐震ソリューションの開発（耐震保護管、耐震受金物） 

ロ ライブ中継ソリューションの開発 

ハ 倉庫管理システムの開発 

ニ ビオトープパッケージの開発 

  

＜東日本システム建設株式会社＞ 

① 施工の効率化技術の研究開発 

イ マンホール用簡易接続作業台の開発 

ロ キャビネット（ＰＴ・ＰＤ）兼用作業台の開発 

ハ ２号構内光キャビネットＰＴ・ＰＤ「ＳＳ」作業台の開発 

ニ 局内用絶縁脚立の開発 

ホ 建設機械等レンタル車用傾斜角度計設置シートの開発 

ヘ 低速絶縁トランス（64Ｋ用）カバーの開発 

② 業務支援技術の研究開発 

モバイルＰＲ用ポスタ及び設置台の開発 

③ 業務効率化システムの開発 

Ｂフレッツ試験自動化ツールの開発 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在においてコムシスグループが判断したものである。

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

 コムシスグループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基

づき作成されている。この連結財務諸表の作成に当たって、必要と思われる見積り等は合理的な基準に

基づき実施しているが、見積り等には不確実性が伴うため、実際の結果は、これらの見積り等とは異な

る場合がある。なお、詳細については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載している。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 概要 

 「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1)業績」に記載のように、コムシスグループを取り巻

く情報通信の分野においては、ＩＣＴ（Information and Communications Technology）が社会基盤

として急速に定着しつつあり、また、ブロードバンドサービスの急速な需要拡大などにより、通信・

放送のサービスの融合化が進展していくとともに、サービスの高度化・差別化が一層加速するなど、

電気通信事業者間の顧客獲得に向けた競争はますます熾烈化するものと想定される。このような状況

のもと、コムシスグループとしては、３統括事業会社を中心に、各ステークホルダーの期待に応える

とともに、経営ビジョンを具現化するため、「事業の選択と集中」、「ＩＴソリューション事業の拡

大」、「経営改善施策の推進」の各施策を柱とし、事業改革に積極的に取り組んできた。この結果、

当連結会計年度の売上高は3,074億８千万円、営業利益は163億１千万円、経常利益は187億５千万

円、当期純利益は100億３千万円となった。 

② 売上高 

 ＮＴＴ情報通信エンジニアリング事業におけるＢフレッツ関連工事やナンバーポータビリティサー

ビス関連工事の受注が堅調に推移したことに加え、電気通信エンジニアリング事業におけるキャリア

系ビジネスが好調だったことによる受注の増加、事業再編による各統括事業会社間の人員の再配置、

協力会社を含めた施工体制の強化等により、当連結会計年度の売上高は3,074億８千万円となり、前

連結会計年度に比べ138億円の増収となった。 

③ 営業利益 

 競争の激化に伴う受注価格の下落や工事の小規模化に伴う原価率の上昇等、厳しい状況が続いた

が、売上高の増加及び「コムシス式カイゼン」の推進、協力会社との役割分担見直し、業務集約化等

によるコスト削減といった経営改善施策に積極的に取り組んだ結果、当連結会計年度の営業利益は

163億１千万円となり、前連結会計年度に比べ12億５千万円の増益となった。 

④ 経常利益 

 連結調整勘定償却額が２億１千万円増加したことなどにより、当連結会計年度の営業外損益の純額

は、前連結会計年度に比べ３億５千万円改善し24億３千万円のプラスとなった。この結果、当連結会

計年度の経常利益は187億５千万円となり、前連結会計年度に比べ16億円の増益となった。 

⑤ 当期純利益 

 当連結会計年度の特別利益は８億円となった。これは退職給付引当金戻入益２億３千万円、保険返

戻金２億１千万円などによるものである。また、特別損失は31億３千万円となった。これは固定資産

除却損５億７千万円、貸倒引当金繰入額10億６千万円、特別退職金10億７千万円などによるものであ

る。この結果、当連結会計年度の当期純利益は100億３千万円となり、前連結会計年度に比べ16億８



千万円の増益となった。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

 「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」に記載している。 

  

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① 財政状態 

（資産の部） 

 当連結会計年度末における流動資産は、前連結会計年度に比べ92億８千万円増加し、1,513億５

千万円となった。これは受取手形・完成工事未収入金等が36億９千万円、未成工事支出金等が25億

９千万円それぞれ増加したことなどによるものである。当連結会計年度末における固定資産は、前

連結会計年度末に比べ28億１千万円増加し、694億２千万円となった。これは株式の取得等により

投資有価証券が19億８千万円増加したことなどによるものである。 

 この結果、当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ121億円増加し、

2,207億８千万円となった。 

（負債の部） 

 当連結会計年度末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ63億２千万円増加し、681億６

千万円となった。これは支払手形・工事未払金等が54億７千万円増加したことなどによるものであ

る。当連結会計年度末における固定負債は、前連結会計年度末に比べ34億７千万円減少し、141億

８千万円となった。これは長期借入金が24億５千万円減少したことなどによるものである。 

 この結果、当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ28億５千万円増加

し、823億５千万円となった。 

（資本の部） 

 当連結会計年度末における資本合計は、前連結会計年度末に比べ90億９千万円増加し、1,371億

６千万円となった。これは当期純利益100億３千万円の計上等により、利益剰余金が74億８千万円

増加したことなどによるものである。 

 この結果、株主資本比率は前連結会計年度の61.4％から62.1％に改善された。 

② キャッシュ・フロー 

 「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載している。 

③ 財政政策 

 コムシスグループでは、有利子負債を圧縮し、連結ベースでの資金管理の強化を図るため、キャッ

シュマネジメントシステム（ＣＭＳ）を導入している。また、当社において、緊急時の資金調達手段

の確保等を目的として総額60億円の貸出コミットメント契約を締結している。 

  

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について 

 コムシスグループを取り巻く市場環境は引き続き厳しい状況が予想されるが、次期平成18年度は、当

社が純粋持株会社として設立されて、第４期目に当たる。これまでも経営統合により一定の成果を収め

てきたが、次期は、全てのステークホルダーから真の意味で評価される重要な１年と認識している。コ

ムシスグループとしては、激変する市場環境の変化にスピーディかつダイナミックに対応し、経営ビジ

ョンに基づく、「事業の選択と集中」、「ＩＴソリューション事業の拡大」、「経営改善施策の推

進」、「内部統制システムの整備」の各施策を強力に推進し、経営統合の更なるシナジー効果により、

グループ企業収益の最大化を図っていく所存である。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度のコムシスグループの設備投資総額は48億２千万円であり、主なものは八王子工事基地

の土地の取得及び栃木工事基地の建物改修のほか、工事車両及び工具器具備品の拡充・更新等への投資で

ある。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

 該当事項なし。 

  

(2) 国内子会社 

①日本コムシス株式会社 

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれていない。（注３、４の各表についても同じ） 

２ 金額の百万円未満は切り捨てている。 

３ 前記の土地・建物のうち賃貸中の主なものは次のとおりである。 

 
４ リース契約による賃借資産の主なものは次のとおりである。 

事業所名 

（所在地）
事業の名称 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)
建物・構築物

機械装置・運搬具 

工具器具・備品

土地 

(面積千㎡)
合計

本社

（東京都港区）

電気通信設備工事事業 

その他の事業

工事基地 

事務所
4,546 1,070

9,240 

(50)
14,856 1,792

東北支店 

（仙台市若林区）
電気通信設備工事事業

工事基地 

事務所
1,033 14

349 

(5)
1,398 157

関東南支店 

（横浜市西区）
電気通信設備工事事業

工事基地 

事務所
194 2

725 

(6)
922 14

関東中支店 

（さいたま市 

 大宮区）

電気通信設備工事事業
工事基地 

事務所
1,428 68

1,376 

(15)
2,872 186

信越支店 

（長野県長野市）
電気通信設備工事事業

工事基地 

事務所
369 5

497 

(10)
871 41

東海支店 

（名古屋市中区）
電気通信設備工事事業

工事基地 

事務所
915 168

350 

(0)
1,435 147

関西支店 

（大阪市中央区）
電気通信設備工事事業

工事基地 

事務所
726 29

2,782 

(10)
3,538 432

九州支店 

（福岡市博多区）
電気通信設備工事事業

工事基地 

事務所
286 9

756 

(6)
1,052 183

事業所名 土地(千㎡) 建物(千㎡)

本社 10 6

東北支店 － 2

名称 台数(台)
主なリース期間

(年)
年間リース料
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

事務用電子機器等 121 4 174 328

工事用建設機械等 7 5 7 12

車両 84 5 69 206



②日本コムシスグループの連結子会社 

  

 
(注) １ 日本コムシス株式会社を除く。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 金額の百万円未満は切り捨てている。 

  

③サンワコムシスエンジニアリング株式会社 

  

 
(注) １ 主要な支店等を一括してその他として記載している。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 金額の百万円未満は切り捨てている。 

  

④サンワコムシスエンジニアリンググループの連結子会社 

  

 
(注) １ サンワコムシスエンジニアリング株式会社を除く。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 金額の百万円未満は切り捨てている。 

  

会社名 

（所在地）
事業の名称 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)
建物・構築物

機械装置・運搬具 

工具器具・備品

土地 

(面積千㎡)
合計

東京通建㈱

（東京都港区）
電気通信設備工事事業

工事基地 

事務所
294 152

684 

(5)
1,130 183

日東通建㈱ 

（東京都港区）
電気通信設備工事事業 工事基地 141 120

457 

(2)
719 197

㈱大栄製作所 

（東京都品川区）
電気通信設備工事事業

工事基地 

事務所
382 82

111 

(12)
576 100

事業所名 

（所在地）
事業の名称 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)
建物・構築物

機械装置・運搬具 

工具器具・備品

土地 

(面積千㎡)
合計

本社

（東京都目黒区）

電気通信設備工事事業 

その他の事業

工事基地 

事務所
104 43

465 

(0)
614 526

その他
電気通信設備工事事業 

その他の事業

工事基地 

事務所
1,049 126

984 

(14)
2,161 114

会社名 

（所在地）
事業の名称 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)
建物・構築物

機械装置・運搬具 

工具器具・備品

土地 

(面積千㎡)
合計

三和電子㈱

（東京都千代田区）

電気通信設備工事事業 

その他の事業

工事基地 

事務所
357 22

530 

(3)
910 258

㈱ エ ス・イ ー・シ

ー・ハイテック 

（東京都中央区）

電気通信設備工事事業
工事基地 

事務所
176 13

101 

(0)
290 214



⑤東日本システム建設株式会社 

  

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 金額の百万円未満は切り捨てている。 

  

⑥東日本システム建設グループの連結子会社 

  

 
(注) １ 東日本システム建設株式会社を除く。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 金額の百万円未満は切り捨てている。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

  

(1) 重要な設備の新設等 

＜日本コムシス株式会社＞ 

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

＜サンワコムシスエンジニアリング株式会社＞ 

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業所名 

（所在地）
事業の名称 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)
建物・構築物

機械装置・運搬具 

工具器具・備品

土地 

(面積千㎡)
合計

本社

（長野県長野市）

電気通信設備工事事業 

その他の事業

工事基地 

事務所
1,227 172

4,315 

(81)
5,715 403

会社名 

（所在地）
事業の名称 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)
建物・構築物

機械装置・運搬具 

工具器具・備品

土地 

(面積千㎡)
合計

㈱トーシス長野

（長野県長野市）
電気通信設備工事事業

工事基地 

事務所
7 55 － 63 125

㈱トーシス新潟 

（新潟県新潟市）
電気通信設備工事事業

工事基地 

事務所
17 33

189 

(9)
241 182

㈱トーシスアクテ

ィス 

（新潟県長岡市）

電気通信設備工事事業
工事基地 

事務所
94 42

130 

(8)
267 155

事業所名 

(所在地)
事業の名称 設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定
完成後の 

増加能力総額 

(百万円)

既支払額

(百万円)

高円寺ビル 

（東京都杉並区）
電気通信設備工事事業

工事基地 

事務所
1,935 3 自己資金

平成17年

12月

平成19年

７月

老朽化による建て替え 

（オフィス面積倍増）

事業所名 

(所在地)
事業の名称 設備の内容

期末帳簿価額

(百万円)

除却等の

予定年月

除却等による 

減少能力

本社 

（東京都目黒区）

電気通信設備工事事業 

その他の事業

工事基地 

事務所
売却 614

平成18年

８月

当面同事業所に引き続き入居予定のため、 

能力の減少はなし



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 580,000,000

計 580,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 145,977,886 145,977,886
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部

―

計 145,977,886 145,977,886 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

  

 当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行してい

る。 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
 また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を
調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

株主総会の特別決議日（平成17年６月29日）

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数（個） 924   (注)１ 924   (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 924,000 924,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり1,304 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～
平成23年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   1,304
資本組入額   652

同左

新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使は
できないこととする。 
 新株予約権の割当を受けた
対象者（以下、「新株予約権
者」という。）は、当社の役
員及び従業員並びに当社関係
会社の役員及び従業員のいず
れの地位をも有さなくなった
場合には新株予約権を行使す
ることができないものとす
る。ただし、任期満了による
退任、定年または会社都合に
よる退職、その他正当な事由
がある場合はこの限りでな
い。 
 新株予約権者が死亡した場
合には、新株予約権は当社に
返還されるものとする。 
 上記のほか、新株予約権の
行使の制限その他に関して新
株予約権割当契約に定めるも
のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の第三者への譲
渡、質入その他一切の処分は
認めないものとする。 
 上記のほか、各新株予約権
者から当社への新株予約権返
還事由その他に関して新株予
約権割当契約に定めるものと
する。

同左

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 資本金及び資本準備金増加額は、株式移転による設立に伴うものである。 

２ 旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものである。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式3,754,510株は、「個人その他」に3,754単元及び「単元未満株式の状況」に510株を含めて記載し

ている。 

２ 「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、それぞ

れ28単元及び560株含まれている。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成15年９月29日 
(注)１

145,977 145,977 10,000 10,000 98,815 98,815

平成16年８月１日 
(注)２

― 145,977 ― 10,000 △40,000 58,815

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 87 35 191 244 1 8,478 9,036 ―

所有株式数 
(単元)

0 60,341 4,359 17,816 42,272 4 19,458 144,250 1,727,886

所有株式数 
の割合(％)

0.00 41.83 3.02 12.35 29.30 0.00 13.48 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 当社は、平成18年３月31日現在自己株式3,754,510株（2.57％）を保有しているが、上記大株主から除外し

ている。 

２ 日本生命保険相互会社及びその共同保有者であるニッセイアセットマネジメント株式会社から平成17年11月

14日付で提出された大量保有報告書により、平成17年10月31日現在で次のとおり株式を所有している旨の報

告を受けているが、当社としては当事業年度末時点における所有株式数の確認ができないため、上記大株主

の状況には含めていない。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数の 
割合(％)

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社信託口

東京都中央区晴海一丁目８番11号 14,495 9.92

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社信託口

東京都港区浜松町二丁目11番３号 12,929 8.85

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(三井アセット
信託銀行再信託分・株式会社フ
ジクラ退職給付信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 6,834 4.68

住友電気工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 5,166 3.53

古河電気工業株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 5,166 3.53

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号
日本生命証券管理部内

2,683 1.83

日本生命保険相互会社（特別勘
定年金口）

東京都千代田区丸の内一丁目６番６号
日本生命証券管理部内

2,494 1.70

富士通株式会社
神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目１番１
号

2,413 1.65

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セ
キュリティーズ（ジャパン）リ
ミテッド

東京都千代田区大手町一丁目７番２号
東京サンケイビル

2,167 1.48

カリヨンディーエムエイ 
オーティシー 
（常任代理人 カリヨン 
 証券会社東京支店）

9, QUAI DU PRESIDENT PAUL DOUMER BUREAU
9D VB 07076 92920 PARIS 
LA DEFENSE CEDEX FRANCE 
（東京都港区東新橋一丁目９番２号 
汐留住友ビル15階）

2,032 1.39

計 ― 56,381 38.62

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数の 
割合(％)

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号
日本生命証券管理部内

5,372 3.68

ニッセイアセットマネジメント
株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 2,165 1.48

計 ― 7,537 5.16



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、そ

れぞれ28,000株(議決権28個)及び560株含まれている。 

２ 単元未満株式数には当社所有の自己株式510株及び株式会社大栄製作所所有の相互保有株式92株、國際電設

株式会社所有の相互保有株式416株、日新電話設備株式会社所有の相互保有株式111株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

― ―

普通株式 3,754,000

(相互保有株式)

普通株式 333,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 140,163,000 140,163 ―

単元未満株式 普通株式 1,727,886 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 145,977,886 ― ―

総株主の議決権 ― 140,163 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式 
数の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
コムシスホールディングス
株式会社

東京都品川区東五反田二丁
目17番１号

3,754,000 ― 3,754,000 2.57

（相互保有株式） 
日本コムシス株式会社

東京都港区高輪三丁目23番
14号

124,000 ― 124,000 0.08

（相互保有株式） 
中央・Ｃ株式会社

東京都杉並区高円寺南一丁
目８番11号

3,000 ― 3,000 0.00

（相互保有株式） 
國際電設株式会社

東京都新宿区四谷四丁目11
番地

12,000 ― 12,000 0.00

（相互保有株式） 
株式会社大栄製作所

東京都品川区上大崎二丁目
12番２号 ミズホビル

170,000 ― 170,000 0.11

（相互保有株式） 
日新電話設備株式会社

東京都杉並区梅里二丁目21
番１号

18,000 ― 18,000 0.01

（相互保有株式） 
旭通信株式会社

神奈川県横須賀市舟倉二丁
目２番４号

4,000 ― 4,000 0.00

（相互保有株式） 
株式会社サンヨ

東京都町田市鶴間一丁目20
番５号

1,000 ― 1,000 0.00

（相互保有株式） 
三陽電設株式会社

東京都大田区大森北二丁目
３番１号

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 4,087,000 ― 4,087,000 2.79



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用している。当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び

第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものである。 

 当該制度の内容は次のとおりである。 

  

 
  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項なし。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項なし。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項なし。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項なし。 

  

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役                      10
当社完全子会社取締役           44 
当社完全子会社執行役員         29 
当社完全子会社従業員          677 
その他の当社関係会社取締役     16 
その他の当社関係会社従業員      2

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



３ 【配当政策】 

 当社は、株主への利益還元を重要な経営課題のひとつと認識しており、配当金については、安定的・継

続的な配当を基本に、業績の状況や配当性向などを総合的に勘案して行うこととしている。 

 当期の配当については、上記の方針に基づき、１株当たり７円の中間配当を実施し、期末配当は８円と

した。これにより年間配当は１株当たり15円となった。 

 なお、本年５月１日の会社法施行後における配当金については、従前どおり、中間配当及び期末配当の

年２回とし、基準日及び回数の変更は予定していない。 

 （注）当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月７日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。なお、当社は平成15年９月29日に設立し

ており、それ以前については該当しない。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

回次 第１期 第２期 第３期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 898 1,010 1,796

最低(円) 504 683 857

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,336 1,443 1,745 1,796 1,780 1,719

最低(円) 1,209 1,316 1,390 1,521 1,480 1,444



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

(千株)

代表取締役 

社長
島 田 博 文 昭和15年８月１日生

平成６年６月 日本電信電話株式会社取締役信越

支社長

30

平成11年１月 日本情報通信株式会社顧問

平成11年６月 同社代表取締役社長

平成14年６月 日本コムシス株式会社取締役副社

長

平成15年６月 同社代表取締役社長(現任)

平成15年９月 当社代表取締役社長(現任)

＜他の会社の代表状況＞

平成15年６月 日本コムシス株式会社代表取締役

社長

取締役 髙 島   元 昭和23年１月３日生

平成11年１月 日本電信電話株式会社理事持株会

社移行本部第二部門長

10

平成11年７月 同社常務理事第二部門長

平成12年６月 東日本電信電話株式会社取締役法

人営業本部副本部長兼法人営業本

部マルチメディア推進部長

平成13年12月 同社取締役法人営業本部副本部長

兼法人営業本部ブロードバンドビ

ジネス部長

平成14年６月 同社常務取締役法人営業本部長

平成16年６月 同社代表取締役副社長法人営業本

部長

平成16年７月 同社代表取締役副社長ビジネスユ

ーザ事業推進本部長

平成18年６月 日本コムシス株式会社代表取締役

副社長（現任）

平成18年６月 当社取締役（現任）

＜他の会社の代表状況＞

平成18年６月 日本コムシス株式会社代表取締役

副社長

取締役 野 田   馨 昭和20年10月22日生

平成９年７月 日本電信電話株式会社理事専用サ

ービス推進部長

14

平成10年７月 日本コムシス株式会社技術本部担

当部長

平成11年６月 同社執行役員総合システム本部副

本部長

平成12年７月 同社常務執行役員営業統括本部Ｎ

ＴＴ第二営業本部長

平成12年10月 同社常務執行役員営業統括本部官

公庁営業本部長

平成13年９月 同社常務執行役員営業統括本部長

平成14年６月 同社常務取締役経営企画本部長

平成15年９月 当社取締役経営企画部長

平成17年４月 サンワコムシスエンジニアリング

株式会社代表取締役副社長

平成18年６月 同社代表取締役社長（現任）

平成18年６月 当社取締役(現任)

＜他の会社の代表状況＞

平成18年６月 サンワコムシスエンジニアリング

株式会社代表取締役社長



 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

(千株)

取締役 真 柄 成 一 昭和19年12月５日生

平成３年７月 日本電信電話株式会社画像通信事

業本部映像通信サービス部長

85

平成６年４月 新潟電話工業株式会社顧問

平成６年10月 同社代表取締役社長

平成９年４月 東日本システム建設株式会社代表

取締役社長(現任)

平成15年９月 当社取締役(現任)

＜他の会社の代表状況＞

平成９年４月 東日本システム建設株式会社代表

取締役社長

取締役 孫 田 忠 誠 昭和19年６月19日生

平成３年７月 日本電信電話株式会社東海支社副

支社長

11

平成６年６月 同社理事 株式会社アイレック技

建代表取締役社長

平成８年６月 社団法人電信電話工事協会専務理

事

平成13年６月 株式会社三和エレック（現サンワ

コムシスエンジニアリング株式会

社）代表取締役副社長

平成14年６月 同社代表取締役社長

平成15年９月 当社取締役

平成18年６月 サンワコムシスエンジニアリング

株式会社相談役(現任)

平成18年６月 当社取締役グループ会社戦略担当

(現任)

取締役 潮 田 邦 夫 昭和21年９月22日生

平成11年７月 東日本電信電話株式会社取締役法

人営業本部副本部長

5

平成12年６月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコ

モ取締役法人営業本部副本部長

平成13年６月 同社取締役法人営業本部長

平成14年６月 同社常務取締役法人営業本部長

平成16年６月 日本コムシス株式会社常務取締役

ＩＴ推進本部長

平成17年４月 同社常務取締役ＩＴビジネス事業

本部長

平成17年６月 当社取締役ＩＴ事業推進・ドコモ

事業推進担当(現任)

平成18年６月 日本コムシス株式会社専務取締役

ＩＴビジネス事業本部長(現任)

取締役 柴 田 悦 男 昭和18年11月21日生

平成10年７月 日本コムシス株式会社技術本部ア

クセス技術部長

5

平成11年６月 同社執行役員関東南支店長

平成13年９月 同社執行役員官公庁営業本部長

平成15年６月 同社執行役員官公庁営業本部長兼

安全品質管理本部長

平成15年７月 同社常務執行役員安全品質管理本

部長

平成17年６月 同社常務取締役コンプライアンス

推進部長兼安全品質管理本部

長 (現任)

平成17年６月 当社取締役コンプライアンス・安

全品質推進・施工改革推進担当

平成18年６月 当社取締役コンプライアンス・安

全品質推進担当(現任)



 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

(千株)

取締役 冨 永 秀 一 昭和23年６月28日生

平成10年６月 エヌ・ティ・ティ中央テレコンネ

ット株式会社代表取締役社長

5

平成12年７月 日本コムシス株式会社営業統括本

部ＮＴＴ営業本部副本部長

平成14年４月 同社ＮＴＴ営業本部副本部長

平成14年７月 同社執行役員ＮＴＴ営業本部副本

部長

平成16年４月 同社執行役員ＮＴＴ事業本部ＮＴ

Ｔ営業本部長

平成16年７月 同社常務執行役員ＮＴＴ事業本部

長

平成17年６月 同社常務取締役ＮＴＴ事業本部長

（現任）

平成17年６月 当社取締役ＮＴＴ事業推進担当

(現任)

取締役 総務人事部長 宮 脇 良 秋 昭和22年９月９日生

平成８年12月 エヌ・ティ・ティ・インターナシ

ョナル株式会社取締役マーケティ

ング部長

3

平成11年７月 同社取締役総務部長

平成11年12月 同社代表取締役社長

平成12年10月 エヌ・ティ・ティ・コミュニケー

ションズ株式会社ソリューション

事業部担当部長

平成12年11月 同社ソリューション事業部企画部

長

平成14年７月 同社理事ソリューション事業部企

画部長

平成15年２月 日本コムシス株式会社総務部担当

部長

平成15年４月 同社総務部長

平成15年６月 同社取締役総務部長

平成15年９月 当社取締役総務人事部長

平成17年６月 日本コムシス株式会社常務取締役

総務部長（現任）

平成18年６月 当社取締役総務人事部長広報・内

部監査担当(現任)

取締役 関 口 明 良 昭和23年５月６日生

平成11年１月 日本電信電話株式会社長距離国際

会社移行本部ネットワーク事業部

東日本ネットワーク設備センタ所

長

6

平成11年７月 エヌ・ティ・ティ・コミュニケー

ションズ株式会社ネットワーク事

業部東日本ネットワーク設備セン

タ所長

平成12年７月 日本コムシス株式会社技術研究開

発センタ所長

平成14年３月 同社東海支店長

平成14年７月 同社執行役員東海支店長

平成17年４月 同社執行役員経営企画本部長

平成17年６月 同社執行役員経営企画本部長兼事

業推進本部長

平成17年６月 当社取締役事業改革推進担当（現

任）

平成17年７月 日本コムシス株式会社常務執行役

員経営企画本部長

平成18年６月 同社常務取締役経営企画本部長

（現任）



 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

(千株)

取締役
経営企画部長 

兼財務部長
三 又 善 博 昭和25年７月７日

平成11年７月 西日本電信電話株式会社香川支店

長

3

平成12年７月 同社財務部長

平成14年７月 同社理事財務部長

平成15年７月 日本コムシス株式会社執行役員

平成15年９月 当社取締役財務部長ＩＲ担当

平成16年７月 日本コムシス株式会社執行役員財

務部長兼広報室長

平成17年２月 同社執行役員財務部長

平成17年６月 同社取締役財務部長（現任）

平成18年６月 当社取締役経営企画部長兼財務部

長ＩＲ担当（現任）



 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

常勤監査役 梶 山 正 英 昭和17年４月12日生

平成３年２月 日本電信電話株式会社企業通信シ

ステム本部衛星通信推進室長

14

平成５年７月 日本コムシス株式会社営業本部第

三営業部長

平成７年６月 同社取締役営業本部副本部長

平成９年７月 同社取締役営業本部長

平成11年６月 同社常務執行役員営業本部長

平成12年７月 同社常務執行役員営業統括本部Ｎ

ＴＴ営業本部長兼同本部ＮＴＴド

コモ営業本部長

平成13年６月 同社常務取締役ＮＴＴ営業本部長

兼ＮＴＴドコモ営業本部長

平成13年９月 同社常務取締役西日本本社代表兼

ＮＴＴ営業本部長兼ＮＴＴドコモ

営業本部長

平成14年４月 同社常務取締役西日本本社代表兼

ＮＴＴ営業本部長

平成15年６月 同社専務取締役西日本本社代表兼

ＮＴＴ営業本部長

平成15年７月 同社専務取締役西日本本社代表兼

関西支店長

平成18年６月 同社監査役（現任）

平成18年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 溝 口 武 朗 昭和18年10月４日生

平成５年７月 日本コムシス株式会社通信システ

ム本部業務部長

5 
 

平成７年７月 同社労務厚生部長

平成９年７月 同社人事部長兼人材開発部長

平成12年７月 同社執行役員人事部長兼人材開発

部長

平成14年４月 同社執行役員人事部長

平成15年６月 同社常勤監査役(現任)

平成15年９月 当社監査役(現任)

監査役 垣 見   隆 昭和17年12月27日

平成５年９月 警察庁刑事局長

2

平成７年９月 警察大学校長

平成11年４月 弁護士登録

平成11年６月 日本コムシス株式会社監査役(現

任)

平成15年９月 当社監査役(現任)

監査役 後 藤 邦 彦 昭和19年12月16日

平成５年１月 株式会社三菱銀行八重洲通支店長

―

平成７年６月 株式会社ディーシーカード出向代

表取締役常務取締役

平成11年10月 株式会社ナカノコーポレーション

（現株式会社ナカノフドー建設）

取締役副社長

平成16年４月 同社専務取締役

平成16年６月 同社顧問(現任)

平成17年６月 日本コムシス株式会社監査役(現

任)

平成17年６月 当社監査役(現任)



 
(注) 監査役 垣見 隆氏、後藤邦彦氏及び後藤 健氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

監査役 後 藤   健 昭和16年３月29日

昭和48年３月 日本アイ・ビー・エム株式会社経

理担当マネジャー

―

昭和53年４月 同社予算管理担当マネジャー

昭和59年５月 同社取締役管理担当

昭和63年３月 同社常務取締役管理部門担当

平成５年４月 同社専務取締役カストマー・ファ

イナンシング アジア・パシフィ

ック ゼネラルマネジャー

平成13年４月 同社副会長

平成18年４月 同社特別顧問（現任）

平成18年６月 日本コムシス株式会社監査役(現

任)

平成18年６月 当社監査役(現任)

計 198



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当連結会計年度末時点並びに有価証券報告書提出日までにおけるコムシスグループの企業統治に関する

事項について記載している。 

  

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 コムシスグループは、コムシスグループ経営ビジョンとして、「ワンストップソリューションのトッ

プブランドを目指す」、「各ステークホルダーから『最良の選択』と評価される会社を目指す」、「グ

ループとして継続的に増収増益のできる会社を目指す」ことを掲げている。 

 この経営ビジョンを達成するための前提として、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させるた

め、その環境を整えていくことが重要課題であると受けとめている。 

 当社は、株主総会、取締役会、監査役会など法的な枠組みにおける監査役設置会社制度を採用してい

る。取締役会を当社事業に精通する取締役で構成することで経営効率を高める一方、法的権限を強化さ

れた社外監査役による監査機能の充実を図り、経営の健全性の維持強化に努めている。 

 関連法令の遵守及び企業倫理の確立への取り組みを進めるため「コンプライアンス委員会」を設置し

ており、また、社外有識者からの助言・提言を事業運営に反映させるため「アドバイザリーボード」を

設置している。 

 株主や投資家への情報開示についても、法定開示にとどまることなく積極的なＩＲ活動を継続推進

し、適時適切な情報の開示と経営の透明性の確保に努めている。 

 なお、本年５月１日の会社法施行に伴い、同月12日に開催の当社取締役会において、業務の有効性と

効率性、財務報告の信頼性、関連法令の遵守体制及び資産の保全を第一義と考え、「内部統制システム

構築の基本方針」を決定した。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

 コムシスグループのコーポレート・ガバナンスの法的な枠組みとしては、監査役設置会社制度を採

用している。経営戦略に関する最高意思決定機関である取締役会は10名の取締役により構成され、取

締役会規則に基づき定例取締役会と必要に応じて臨時取締役会を開催しており、法令で定められた事

項及び経営に関する重要事項について意思決定を行っている。社外監査役を含む監査役４名は取締役

会に常時出席し、業務執行上の課題について意見を述べるとともに、取締役の業務執行を監査してい

る。なお、社外取締役は選任していない。 

 取締役会付議事項を含むグループ内の重要な経営意思決定事項については、コムシスグループにお

いて、審議・報告ルールを明確にした「グループ会社運営基準」に基づき、取締役及び常勤監査役で

構成されている経営会議（月２回）で、審議検討している。運営に当たり、業務執行に係わる審議の

迅速化・適正化を図るとともに重要な審議機関の場であることを踏まえて、10名の取締役に加え、常

勤監査役が１名出席し、適法性について有効・適切な監査が行われるようにしている。 

 なお、経営会議には各部門長がオブザーバーとして出席し、意思決定内容が的確に把握できるよう

にしている。また、業務執行については、各取締役の指揮のもと、担当業務別に執行会議を開催して

いる。 

 有価証券報告書提出日現在、経営体制の一層の強化を図るため取締役は10名から11名（社外取締役

は選任していない）に、監査体制の充実・強化を図るため監査役は４名から５名（うち社外監査役は

２名から３名）にそれぞれ増員するとともに、経営環境の変化に迅速に対応するため、定款変更を行

い、取締役の任期を１年に変更している。 



② 有価証券報告書提出日におけるコムシスグループの業務執行体制、経営監視及び内部統制を図式化

すると概ね次のとおりとなる。 

  
 

  

③ 会社の機関の内容 

 当社は、「コンプライアンス・プログラム」を制定し、その枠組みの中で「コンプライアンス行動

指針」を定め、「コンプライアンス委員会」を設置している。コンプライアンス委員会は、コンプラ

イアンスを掌握する取締役を委員長とし、当社及び統括事業会社から選出された委員、社外監査役で

構成され、コムシスグループのコンプライアンス全体を統括し、その審議を通じてコムシスグループ

全体のコンプライアンス・マインドの向上、コンプライアンス体制の確立に取り組んでいる。コムシ

スグループ各社においても、同様のコンプライアンス委員会等を設置し、各社における教育、研修に



より、それぞれの「企業理念」や「行動指針」の一層の浸透を図り、コンプライアンス体制の構築に

努めている。 

 さらに、社外の有識者及び当社取締役等で構成される「アドバイザリーボード」を社長の諮問機関

として設置し、コーポレート・ガバナンス等に関する助言・提言を受けて事業運営に反映させるてい

る。アドバイザーリーボードは四半期に１回開催している。 

 当連結会計年度末以降新たに、コムシスグループが社会の一員として、社会貢献を含む経済的及び

社会的責任を積極的に果たすために、ＣＳＲ（企業の社会的責任）活動について、コムシスグループ

全体を統括する「ＣＳＲ委員会」を設置している。ＣＳＲ委員会では、コンプライアンス、コーポレ

ート・ガバナンス、リスク管理、情報開示、情報保護、セキュリティ対策、社会貢献、環境等のテー

マを対象としてＣＳＲ活動に取り組んでいる。 

 更に、社長直轄組織として７名で構成される内部監査部を設置し、当社及びコムシスグループ各社

に対する内部監査方針と計画を策定して内部監査を実施している。 

  

④ 内部統制システムの整備の状況 

 当社は、定例取締役会と必要に応じ臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項及び経営に関す

る重要事項について意思決定を行う体制としている。取締役会付議事項を含むコムシスグループ内の

重要な決定事項については、コムシスグループにおいて、審議・報告ルールを明確にした「グループ

会社運営基準」に基づき、取締役及び監査役で構成される経営会議及び取締役会議において審議・報

告している。取締役会の決定に基づく業務執行については、四半期毎に担当取締役が取締役会に報告

している。 

 業務の効率化や業務執行の効率化を図るため、情報セキュリティを確保した上で、様々な情報シス

テムを導入し、最新の経営情報を全社員が共有できる仕組みを構築することとしている。 

 当社は、ＣＳＲ委員会、コンプライアンス委員会、リスク管理委員会等を設置し、コムシスグルー

プにおける業務適正を確保するため、コムシスグループ全体を統括し、その方針がコムシスグループ

各社に浸透するよう努め、コムシスグループ全体の情報の共有化を図っている。また、コムシスグル

ープ各社の社長で構成される「コムシスグループ社長会」を定期的に実施し、経営方針・施策の周知

徹底を図っている。 

 当社は、コムシスグループ各社に対し、「グループ会社運営基準」を適用し、当社への審議・報告

制度を軸とした管理とモニタリングを実施する体制をとっている。 

  

⑤ 内部監査及び監査役監査の状況 

 監査役会は、社外監査役２名を含む４名（有価証券報告書提出日には社外監査役３名を含む５名）

により構成されており、運営に関しては、監査役の職務を補助すべき使用人は有していないが、求め

られた場合には、その任命を含む人事及び取締役からの独立性の確保を図る体制をとることとしてい

る。 

 監査役会規則に基づき、当社の業務又は業績に影響を与える重要な事項について取締役及び使用人

は監査役に報告することとしている。また、監査役は、いつでも必要に応じて、取締役及び使用人に

対して、前記の報告やその他必要な報告を求めることができる体制をとっている。 

 監査役が定例及び臨時の取締役会、経営会議、ＣＳＲ委員会、リスク管理委員会等社内の重要会議

に定例メンバとして出席し、業務執行状況について随時確認し意見を述べる体制を整備している。ま

た、業務執行の課題等について、社長に直接意見具申する場として、定例的なミーティングを開催し

ている。更に、当社監査役はコムシスグループ主要会社の監査役と定例的会議を開催し情報の共有、



意見交換を行うなど連携を密にして監査の実効性を確保している。監査役が内部監査部や会計監査人

と緊密な連携等を図ることにより、監査役会が策定した監査計画に従い、業務執行状況に関し、適正

かつ効率的に行われているかを常に監視できる体制を築いている。なお、当社と社外監査役との間に

特別の利害関係はない。 

  

⑥ 会計監査の状況 

 当社は、会社法及び証券取引法に基づく会計監査において、会計監査人に公認会計士桜友共同事務

所に所属する以下の公認会計士を選任し、経営情報を正しく提供するなど、公平不偏な会計監査を受

けている。当期において会計監査業務を執行した公認会計士、監査業務に係わる補助者の構成並びに

審査体制は以下のとおりである。 

 業務を執行した公認会計士の氏名 

 公認会計士 丹羽秀夫氏（公認会計士桜友共同事務所 代表構成員） 

 公認会計士 斉藤 孝氏（公認会計士桜友共同事務所 構成員） 

 公認会計士 鈴木智喜氏（公認会計士桜友共同事務所 構成員） 

 監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士桜友共同事務所に所属する公認会計士 ７名及びその他 １名 

 審査体制 

 意見表明に関する審査については、前記事務所に常置されている審査委員会において、本監査

証明業務に従事していない委員により実施されているとの報告を受けている。なお、業務を執行

した公認会計士及び監査業務に係わる補助者と当社の間には、特別な利害関係はない。 

  

(3) リスク管理体制の整備の状況 

 当社は、激しく変化する事業環境の中で、企業価値の維持・増大を図るためには、当社を取り巻くさ

まざまなリスクを適切に管理することが重要であると認識している。 

 当連結会計年度末以降新たに、包括的にコムシスグループ全体を統括する「リスク管理委員会」を設

置するとともに、「リスク管理基本方針」等を策定し、コムシスグループ各社を含め、リスクマネジメ

ントを推進する体制をとっている。 

 また、コムシスグループ各社においても、同様の委員会等を設置し、それぞれの業務リスクに応じて

必要な対応を行うことにより、存在するリスクの最小限化に努めている。例えば、ＩＳＯ9001、ＩＳＯ

14001、ＣＯＨＳＭＳ（建設業労働安全衛生マネジメントシステム）、ＩＳＭＳ、プライバシーマーク

等の各マネジメントシステムについても、それぞれの業務実態に応じて運用し、認証を取得、維持する

ことにより、それぞれの業務リスクへの対応を行っている。 

  

(4) 役員報酬及び監査報酬の内容 

 取締役に支払った報酬額は、平成17年６月29日に辞任した取締役３名を含めて、支払報酬額50百万

円、監査役に支払った報酬の額は、平成17年６月29日に辞任した監査役１名を含めて、支払報酬額19百

万円である。この他、平成17年６月29日の第２回定時株主総会決議に基づく退職慰労金（取締役11百万

円、監査役１百万円）を支払っている。なお、当社は社外取締役を選任していない。 

 当期において、コムシスグループが会計監査人に対して支払った報酬は、以下のとおりである。 

 
  

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 39百万円

上記以外の業務に基づく報酬 －百万円

計 39百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建

設省令第14号)に準じて記載している。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)の連結財務諸表及び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)の財務諸表につ

いては、公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士 宮下英次氏、公認会計士 丹羽秀夫氏及び公認会

計士 斉藤孝氏により監査を受け、また、当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)

の連結財務諸表及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表については、公

認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士 丹羽秀夫氏、公認会計士 斉藤孝氏及び公認会計士 鈴木智

喜氏により監査を受けている。 

 なお、当社は会計監査人を次のとおり交代している。 

  前連結会計年度及び前事業年度 公認会計士 宮下英次氏 

  当連結会計年度及び当事業年度 公認会計士 鈴木智喜氏  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金預金 ※３ 37,360 38,050

 ２ 受取手形・ 
   完成工事未収入金等

80,045 83,738

 ３ 有価証券 214 205

 ４ 未成工事支出金等 19,374 21,973

 ５ 繰延税金資産 2,884 3,261

 ６ その他 2,410 4,346

    貸倒引当金 △220 △218

   流動資産合計 142,069 68.1 151,357 68.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物・構築物 ※３ 29,350 29,018

    減価償却累計額 13,384 15,966 13,851 15,166

  (2) 機械・運搬具・ 
    工具器具備品

18,165 18,957

    減価償却累計額 13,270 4,895 13,479 5,478

  (3) 土地 ※3,8 26,091 26,769

  (4) 建設仮勘定 10 3

   有形固定資産合計 46,962 22.5 47,417 21.5

 ２ 無形固定資産 1,667 0.8 1,725 0.8

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※1,3 6,000 7,987

  (2) 長期貸付金 3,677 4,232

  (3) 前払年金費用 1,042 2,087

  (4) 繰延税金資産 3,107 2,420

  (5) その他 6,453 6,672

     貸倒引当金 △2,301 △3,113

    投資その他の資産合計 17,980 8.6 20,286 9.2

   固定資産合計 66,610 31.9 69,428 31.5

   資産合計 208,680 100.0 220,785 100.0



  
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形・工事未払金等 44,298 49,772

 ２ 短期借入金 ※３ 1,924 3,293

 ３ 未払法人税等 3,924 1,741

 ４ 未成工事受入金 4,753 6,779

 ５ 完成工事補償引当金 165 210

 ６ 構造改革引当金 189 ―

 ７ 工事損失引当金 ― 180

 ８ その他 6,582 6,188

   流動負債合計 61,839 29.6 68,167 30.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※３ 2,767 313

 ２ 繰延税金負債 1,258 2,416

 ３ 再評価に係る繰延税金 
   負債

※８ 2,365 2,365

 ４ 退職給付引当金 4,878 4,159

 ５ 役員退職慰労引当金 754 729

 ６ 連結調整勘定 5,584 3,961

 ７ その他 54 242

   固定負債合計 17,664 8.5 14,189 6.4

   負債合計 79,503 38.1 82,356 37.3

(少数株主持分)

  少数株主持分 1,114 0.5 1,268 0.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※６ 10,000 4.8 10,000 4.5

Ⅱ 資本剰余金 56,613 27.1 56,941 25.8

Ⅲ 利益剰余金 72,904 34.9 80,393 36.4

Ⅳ 土地再評価差額金 ※８ △7,922 △3.8 △7,896 △3.6

Ⅴ その他有価証券評価差額金 365 0.2 850 0.4

Ⅵ 自己株式 ※７ △3,897 △1.8 △3,128 △1.4

   資本合計 128,062 61.4 137,160 62.1

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

208,680 100.0 220,785 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 293,681 100.0 307,485 100.0

Ⅱ 売上原価 257,791 87.8 270,602 88.0

   売上総利益 35,889 12.2 36,882 12.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 20,826 7.1 20,564 6.7

   営業利益 15,062 5.1 16,318 5.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 108 135

 ２ 受取配当金 156 107

 ３ 連結調整勘定償却額 1,627 1,837

 ４ その他 451 2,344 0.8 504 2,585 0.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 168 94

 ２ その他 93 262 0.1 56 150 0.0

   経常利益 17,144 5.8 18,753 6.1

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ 438 48

 ２ 投資有価証券売却益 ― 168

 ３ 退職給付引当金戻入益 ※４ ― 230

 ４ 保険返戻金 ― 214

 ５ その他 317 755 0.2 141 803 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 投資有価証券評価損 481 8

 ２ 固定資産除却損 ※５ ― 578

 ３ 減損損失 ※６ 422 ―

 ４ 貸倒引当金繰入額 1,147 1,060

 ５ 構造改革引当金繰入額 189 ―

 ６ 特別退職金 610 1,073

 ７ その他 879 3,730 1.2 414 3,134 1.0

   税金等調整前当期純利益 14,170 4.8 16,422 5.3

   法人税、住民税及び 
   事業税

6,751 5,167

   法人税等調整額 △794 5,957 2.0 1,098 6,266 2.0

   少数株主利益又は少数株 
   主損失(△)

△136 △0.0 125 0.0

   当期純利益 8,349 2.8 10,030 3.3



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 56,613 56,613

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 ― ― 479 479

Ⅲ 資本剰余金減少高

 １ 株式交換に伴う減少高 ― ― 151 151

Ⅳ 資本剰余金期末残高 56,613 56,941

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 66,845 72,904

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 8,349 10,030

 ２ 連結範囲変更に伴う
 増加高

128 8,477 ― 10,030

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 株主配当金 1,693 2,397

 ２ 役員賞与 134 104

 ３ 土地再評価差額金取崩額 591 26

 ４ 連結範囲変更に伴う
 減少高

― 2,418 13 2,541

Ⅳ 利益剰余金期末残高 72,904 80,393



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前当期純利益 14,170 16,422

 ２ 減価償却費 4,286 3,793

 ３ 固定資産売却益 △438 △48

 ４ 投資有価証券評価損 481 8

 ５ 減損損失 422 ―

 ６ 貸倒引当金の増加額 21 803

 ７ 退職給付引当金の減少額 △1,344 △680

 ８ 受取利息及び受取配当金 △265 △243

 ９ 支払利息 168 94

 10 有形固定資産除却損 124 578

 11 売上債権の減少・増加（△）額 1,611 △3,295
 12 未成工事支出金等たな卸資産の減少・

増加（△）額
4,037 △2,480

 13 支払手形・工事未払金等の増加額 3,187 4,076

 14 その他資産の増加額 △62 △2,528

 15 その他負債の増加・減少（△）額 △2,156 2,267

 16 役員賞与の支払額 △142 △112

 17 連結調整勘定償却額 △1,627 △1,837
 18 その他 △303 △243

    小計 22,170 16,572

 19 利息及び配当金の受取額 265 243
 20 利息の支払額 △173 △93
 21 法人税等の支払額 △7,527 △7,595

   営業活動によるキャッシュ・フロー 14,735 9,128

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
 １ 定期預金の預入による支出 △1,930 △154

 ２ 投資有価証券の取得による支出 △171 △1,467

 ３ 投資有価証券の売却による収入 248 599

 ４ 有形固定資産の取得による支出 △2,752 △4,159

 ５ 無形固定資産の取得による支出 △518 △609

 ６ 有形固定資産の売却による収入 2,122 295

 ７ 貸付による支出 △1,077 △1,169

 ８ 貸付金の回収による収入 496 632

 ９ 連結範囲の変更を伴う子会社株式取得
による受入

― 589

 10 その他投資の増減額 △1,247 302

   投資活動によるキャッシュ・フロー △4,831 △5,139

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
 １ 短期借入金の純減額 △1,185 △372

 ２ 長期借入金返済による支出 △3,200 △761

 ３ 長期借入金による収入 26 ―

 ４ 社債の償還による支出 △1,300 ―

 ５ 自己株式の取得による支出 △69 △93

 ６ 配当金の支払額 △1,693 △2,397
 ７ 少数株主への配当金の支払額 △3 △5

   財務活動によるキャッシュ・フロー △7,426 △3,631



    

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 2,477 357

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 32,889 35,287

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の
増加額

― 169

Ⅷ 子会社の連結除外による現金及び現金
同等物の減少額

△80 ―

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 35,287 35,814



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１. 連結の範囲に関する事

項

(1) 連結子会社の数 30社

  主要な連結子会社は、「第１ 企

業の概況 ４ 関係会社の状況」に

記載しているため省略した。

なお、連結子会社であった㈱サン

ワコーポレーションは、平成16年８

月１日に主たる事業を連結子会社の

コムシス通産㈱に譲渡したことに伴

い、連結の範囲から除外している。

また、連結子会社であったトーシ

スユニテック㈱とコムシス信越エン

ジニアリング㈱は、平成16年７月１

日にトーシスユニテック㈱を存続会

社として合併し、同日付けで㈱アル

スターに商号変更している。

同じく連結子会社であった㈱サ

ン・アクセスと茨城電電建設㈱は、

平成16年10月１日に㈱サン・アクセ

スを存続会社として合併し、同日付

けで㈱サンネットコムに商号変更し

ている。

(1) 連結子会社の数 31社

  主要な連結子会社は、「第１ 企

業の概況 ４ 関係会社の状況」に

記載しているため省略した。

 なお、コムシスシェアードサービ

ス㈱については、重要性が増加した

ことから当連結会計年度より連結の

範囲に含めている。

 また、連結子会社である㈱トーシ

ス新潟と東シス緑化㈱は、平成17年

10月１日に㈱トーシス新潟を存続会

社として合併している。

 さらに、國際電設㈱は平成17年10

月１日付で連結子会社である日本コ

ムシス㈱の子会社となり、連結の範

囲に含めている。

(2) 主要な非連結子会社名は、次のと

おりである。

  コムシスシェアードサービス㈱

  (連結の範囲から除いた理由)

   非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためで

ある。

(2) 主要な非連結子会社名は、次のと

おりである。

  ㈱金沢情報通信工業

  (連結の範囲から除いた理由)

   同 左

２. 持分法の適用に関する

事項

(1) 持分法適用会社数 

  該当なし

(1) 持分法適用会社数

  同 左

(2) 持分法非適用の非連結子会社(コ

ムシスシェアードサービス㈱外)及

び関連会社(國際電設㈱外)は、それ

ぞれ当期純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため、持分

法の適用から除外している。

(2) 持分法非適用の非連結子会社(㈱

金沢情報通信工業外)及び関連会社

(八代通信建設㈱外)は、それぞれ当

期純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分法の適

用から除外している。



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３. 連結子会社の事業年度

等に関する事項

一部の連結子会社は、決算日が12月

31日であったが、当連結会計年度から

連結決算日の３月31日に変更を行って

いる。

前連結会計年度の連結財務諸表の作

成に当たっては、12月31日現在の財務

諸表を使用していたため、当連結会計

年度の連結損益計算書には、15ヶ月分

の損益取引が含まれている。

上記以外の連結子会社の事業年度は

連結財務諸表提出会社と同一である。

すべての連結子会社の事業年度の末

日は、連結決算日と一致している。

４. 会計処理基準に関する

事項

１ 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 (1) 有価証券

  ①満期保有目的の債券

   償却原価法(定額法)      

  ②その他有価証券

   イ 時価のあるもの

     決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定)

   ロ 時価のないもの

     移動平均法による原価法

１ 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 (1) 有価証券

  ①満期保有目的の債券

同 左

②その他有価証券

   イ 時価のあるもの

同 左

     

   ロ 時価のないもの

同 左

     

 (2) デリバティブ

   時価法

 (2) デリバティブ

同 左   

 (3) たな卸資産

   未成工事支出金等

    主として個別法による原価法

 (3) たな卸資産

   未成工事支出金等

同 左  

２ 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 (1) 有形固定資産

   定率法を採用している。

   ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(附属設備を除く)

は定額法を採用している。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。

    建物   ７～50年

    構築物  ２～45年

２ 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 (1) 有形固定資産

同 左

   

   

 (2) 無形固定資産

   定額法を採用している。

   なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採

用している。

 (2) 無形固定資産

   

同 左

   



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 重要な引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上している。

３ 重要な引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同 左

 (2) 完成工事補償引当金

   完成工事の瑕疵担保の費用に備

えるため、当連結会計年度の完成

工事高に対する将来の見積補償額

に基づいて計上している。 

 (2) 完成工事補償引当金

同 左

 (3)    ─────  (3) 工事損失引当金

   受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当連結会計年度末にお

ける未引渡工事の損失見込額を計

上している。 

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。

   なお、過去勤務債務は主として

発生時に一括処理しており、数理

計算上の差異は主として発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間

による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしてい

る。

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。

   なお、過去勤務債務は主として

発生年度の従業員の平均残存勤務

期間による定額法により損益処理

しており、数理計算上の差異は主

として発生時における従業員の平

均残存勤務期間による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から損益処理する

こととしている。

（会計方針の変更）

 連結子会社である日本コムシス

㈱における過去勤務債務の費用処

理については、従来、発生年度に

おいて全額を損益処理する方法を

採用していたが、当連結会計年度

から、発生年度の従業員の平均残

存勤務期間（15年）による定額法

により損益処理する方法に変更し

ている。この変更は、前連結会計

年度における退職給付制度の改定

により発生した未認識年金資産

（過去勤務債務）を「退職給付に

係る会計基準注解」（注１）１に

基づき資産及び利益として認識し

ていなかったが、平成17年３月16

日付で「退職給付に係る会計基

準」（企業会計審議会平成10年６

月16日）が一部改正され、未認識



  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

年金資産を資産及び利益として認

識できることとなったことに伴

い、従来予定していなかった多額

の過去勤務債務（債務の減額）が

当連結会計年度において生じるこ

ととなったため、数理計算上の差

異の処理方法との均衡を考慮し、

期間損益の適正化及び財務体質の

健全化の観点から行ったものであ

る。これにより、従来の方法によ

った場合に比べ、税金等調整前当

期純利益は4,598百万円減少し、

また、同額の前払年金費用が少な

く計上されている。

 (5) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金支給に備える

ため、会社内規に基づく期末要支

給額の全額を計上している。

 (5) 役員退職慰労引当金

同 左

 (6) 構造改革引当金

   事業再編に伴い、連結子会社の

一部において今後発生が見込まれ

る費用について、合理的に見積ら

れる金額を計上している。

 (6)    ─────

   

４ 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。

４ 重要なリース取引の処理方法

同 左

５ 重要なヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によっている。

ただし、金利スワップについては

特例処理の条件を充たしている場

合には特例処理を採用している。

５ 重要なヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同 左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段

   デリバティブ取引（金利オプシ

ョン、金利スワップ及び為替予約

取引）

   ヘッジ対象

   相場変動等による損失の可能性

がある資産または負債のうち、相

場変動等が評価に反映されていな

いもの及びキャッシュ・フローが

固定されその変動が回避されるも

の

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段

同 左

   ヘッジ対象

同 左

 (3) ヘッジ方針

   相場変動等による重要な影響の

恐れのある場合は、基本的にヘッ

ジ取引を行っている。

 (3) ヘッジ方針

同 左



  

 
  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ手段の変動額の累計とヘ

ッジ対象の変動額の累計を比較し

て、有効性の判断を行っている。

   ただし、特例処理によっている

金利スワップについては、有効性

の評価を省略している。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

同 左

６ その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理について

   消費税等の会計処理は税抜方式

によっている。

６ その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理について

同 左

５. 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事項

 全面時価評価法を採用している。 同 左

６. 連結調整勘定の償却に

関する事項

 全額発生した年度で償却している。 

ただし、実質的判断による年数の見積

が可能なものはその見積年数で償却し

ている。

同 左

７. 利益処分項目等の取扱

いに関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会計年度

中に確定した利益処分に基づいて作成

している。

同 左

８. 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなってい

る。

同 左

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日)が平成16年３月31日に終了する連結会計

年度に係る連結財務諸表から適用できることになった

ことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適

用指針を適用している。

 連結子会社が所有している貸与資産について減損損

失処理を行い、税金等調整前当期純利益は422百万円減

少している。

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してい

る。 

─────



表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（連結貸借対照表）

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16

年12月１日より適用となること及び「金融商品会計に

関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平

成17年２月15日付で改正されたことに伴い、当連結会

計年度から投資事業有限責任組合及びそれに類する組

合への出資（証券取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）を投資その他の資産の「その他」

から「投資有価証券」として表示する方法に変更し

た。この変更により「投資有価証券」は527百万円増加

し、「その他」は同額減少している。

─────

（連結損益計算書）

特別利益の「固定資産売却益」については、前連結

会計年度において特別利益の「その他」に含めて表示

していたが、特別利益総額の100分10を超えることとな

ったため、当連結会計年度から区分掲記することとし

た。

なお、前連結会計年度における「固定資産売却益」

の金額は91百万円である。

（連結損益計算書）

１ 特別利益の「投資有価証券売却益」については、

前連結会計年度において特別利益の「その他」に含

めて表示していたが、特別利益総額の100分10を超え

ることとなったため、当連結会計年度から区分掲記

することとした。

  なお、前連結会計年度における「投資有価証券売

却益」の金額は75百万円である。

２ 特別利益の「保険返戻金」については、前連結会

計年度において特別利益の「その他」に含めて表示

していたが、特別利益総額の100分10を超えることと

なったため、当連結会計年度から区分掲記すること

とした。

  なお、前連結会計年度における「保険返戻金」の

金額は72百万円である。

３ 特別損失の「固定資産除却損」については、前連

結会計年度において特別損失の「その他」に含めて

表示していたが、特別損失総額の100分10を超えるこ

ととなったため、当連結会計年度から区分掲記する

こととした。

  なお、前連結会計年度における「固定資産除却

損」の金額は124百万円である。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

１ 営業活動によるキャッシュ・フローの「固定資産

売却益」は、前連結会計年度において「その他」に

含めて表示していたが、金額的重要性が増したため

区分掲記することとした。

  なお、前連結会計年度における「固定資産売却

益」の金額は91百万円である。

２ 営業活動によるキャッシュ・フローの「法人税等

の還付額」は、当連結会計年度において、金額的重

要性が乏しくなったため「法人税等の支払額」に含

めることとした。

  なお、当連結会計年度における「法人税等の還付

額」の金額は335百万円である。

─────



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりである。

投資有価証券(株式) 662百万円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりである。

投資有価証券(株式) 1,066百万円

２ 偶発債務

借入金等の保証で重要なものは、次のとおりであ

る。

 コムシスタイランド㈱ 1,024百万円
 

２        ─────

※３ 担保に供している資産

 短期借入金1,200百万円、長期借入金2,622百万

円に対し、下記の資産を担保に供している。

現金預金(定期預金) 20百万円

土地 2,974

建物・構築物 2,063

投資有価証券 464

計 5,521
 

※３ 担保に供している資産

 短期借入金2,442百万円、長期借入金236百万円

に対し、下記の資産を担保に供している。

現金預金(定期預金) 20百万円

土地 3,050

建物・構築物 1,918

計 4,989

 ４ 受取手形割引高           49百万円

   受取手形裏書譲渡高         114

 ４ 受取手形裏書譲渡高          39百万円

 ５  当社は、取引銀行５行と貸出コミットメント契

約を締結している。これら契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は次のとおりである。

貸出コミットメントの総額 9,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 9,000

 ５ 当社は、取引銀行４行と貸出コミットメント契約

を締結している。これら契約に基づく当連結会計

年度末の借入未実行残高は次のとおりである。

貸出コミットメントの総額 6,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 6,000

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式145,977千株

である。

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式145,977千株

である。

※７ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

4,885千株である。

※７ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式 

3,979千株である。

※８ 土地の再評価

   連結子会社である日本コムシス㈱は、土地の再評

価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34

号・平成13年３月31日公布法律第19号)に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、「土地再評価

差額金」を資本の部に計上している。

   再評価の方法……土地の再評価に関する法律施行

令(平成10年３月31日公布政令

第119号)第２条第４号に定める

評価額に合理的な調整を行って

算定している。

   再評価を行った年月日……平成14年３月31日

   再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額   …… △1,766百万円

※８ 土地の再評価

   連結子会社である日本コムシス㈱は、土地の再評

価に関する法律(平成10年３月31日法律第34号・

最終改正平成17年７月26日法律第87号)に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、「土地再評価

差額金」を資本の部に計上している。

   再評価の方法……土地の再評価に関する法律施行

令(平成10年３月31日政令第119

号・最終改正平成18年１月27日

政令第12号)第２条第４号に定

める評価額に合理的な調整を行

って算定している。

   再評価を行った年月日……平成14年３月31日

   再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額   …… △1,752百万円



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりである。

従業員給与 9,359百万円
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりである。

従業員給与 9,308百万円

 

※２ 研究開発費の総額

一般管理費 326百万円
  

※２ 研究開発費の総額

一般管理費 242百万円

 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。

建物・土地 438百万円

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。

土地 44百万円

機械・運搬具・工具器具備品 3

計 48

※４        ───── ※４ 退職給付引当金戻入益は連結子会社における退職

給付制度間の移行に伴うものである。

※５        ───── ※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりである。

建物・構築物 492百万円

機械・運搬具・工具器具備品 86

計 578

※６ 減損損失

    当連結会計年度において、以下のとおり減損損

失を計上している。

    （用途）貸与資産 （種類）工具器具備品

 事業用資産については事業所等の管理会計上の

区分により、貸与資産については契約単位によ

り、減損の兆候を判定している。貸与資産の契約

先が民事再生法手続を開始したことに伴い、リー

ス契約が改定され、当該貸与先に係る貸与資産の

帳簿価額を回収可能見込額(改定契約に基づく受

取リース料見積額)まで減額し、当該減少額を減

損損失422百万円として特別損失に計上してい

る。

※６        ─────



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額と関係

現金預金勘定 37,360百万円

取得日から３ヶ月以内に期限の到来
する短期投資(有価証券)

214

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,287

現金及び現金同等物 35,287
 

 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額と関係

現金預金勘定 38,050百万円

取得日から３ヶ月以内に期限の到来
する短期投資(有価証券)

205

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,441

現金及び現金同等物 35,814

２ 株式交換により新たに連結子会社となった会社の資

産及び負債の内訳

  株式交換により新たに國際電設㈱を連結したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の主な内訳は次のとお

りである。

流動資産 1,422百万円

固定資産 784

資産合計 2,206

流動負債 635百万円

固定負債 251

負債合計 886

３ 重要な非資金取引の内容

  当連結会計年度に、國際電設㈱を完全子会社とする

株式交換を行い、代用自己株式を交付したことによ

り、資本剰余金及び自己株式が次のとおり増減した。

株式交換による資本剰余金増加額
（自己株式処分差益）

314百万円

株式交換による資本剰余金減少額 151

株式交換による自己株式減少額 789



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主側)

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械・ 
運搬具・ 
工具器具備品
他

927 341 585

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主側)

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額,減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械・
運搬具・ 
工具器具備品
他

1,158 443 714

(注) 取得価額相当額は未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。

(注)         同 左

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 159百万円

１年超 426

計 585

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ている。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額

１年内 191百万円

１年超 523

計 714

(注)         同 左

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 180百万円

減価償却費相当額 180

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 184百万円

減価償却費相当額 184

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

        同 左

 (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はない。



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

２ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(貸主側)

 (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損

失累計額及び期末残高

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

減損損失
累計額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

建物・ 
構築物

38 32 ― 6

機械・ 
運搬具・ 
工具器具 
備品 他

1,993 829 422 741

計 2,032 861 422 747

 

２ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(貸主側)

 (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損

失累計額及び期末残高

取得価額
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高 
(百万円)

建物・
構築物

32 30 1

機械・
運搬具・ 
工具器具 
備品 他

1,405 791 614

計 1,437 821 616

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 347百万円

１年超 600

計 947

(注) 未経過リース料期末残高及び見積残存価額の残高

の合計額が営業債権の期末残高等に占める割合が

低いため、受取利子込み法により算定している。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 304百万円

１年超 490

計 795

(注)         同 左

 

 (3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 561百万円

減価償却費 464
 

 (3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 376百万円

減価償却費 270

 (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はない。



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 当連結会計年度において、有価証券について128百万円（その他有価証券で時価のある株式128百万円)減損処理

を行なっている。 

なお、減損処理に当たっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行なっている。 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
  

 
  

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

 
  

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの

国債 10 10 △0

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 881 1,595 713

債券 9 10 0

その他 601 732 130

小計 1,493 2,338 845

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 281 231 △50

債券 48 48 ―

その他 976 878 △98

小計 1,306 1,158 △148

合計 2,799 3,496 696

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

248 75 0

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

  非上場株式 1,907

種類
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

  債券

国債 ― 10 ― ―

社債 ― ― ― ―

その他 ― 128 19 ―

合計 ― 138 19 ―



当連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 当該株式等の減損処理に当たっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行うこととしている。なお、当連結会計年度において該当する株式等はない。 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

 
  

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容 
  

 
  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 
  

 
  

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの

国債 10 10 △0

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 877 2,491 1,613

債券 107 108 0

その他 667 1,097 429

小計 1,652 3,696 2,044

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 865 717 △147

債券 429 395 △34

その他 486 445 △41

小計 1,781 1,558 △223

合計 3,434 5,254 1,820

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

599 168 22

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

  非上場株式 1,802

  ＭＭＦ 58

種類
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

  債券

国債 ― 10 ― ―

社債 ― ― ― 400

その他 50 87 10 ―

合計 50 97 10 400



次へ 

(デリバティブ取引関係) 

  

 １．取引の状況に関する事項 

 
  

 ２．取引の時価等に関する事項 

    前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成

17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

    ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はない。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(1) 取引の内容

  金利オプション取引、金利スワップ取引及び為替予

約取引を利用している。

(1) 取引の内容

同 左

(2) 取引に対する取り組み方針

  為替変動リスク及び金利変動リスクの回避を目的と

しており、投機的な取引は行わない方針である。

(2) 取引に対する取り組み方針

同 左

 

(3) 取引の利用目的

  通貨関連では、外貨建金銭債権債務の為替変動リス

クを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で、また

金利関連では借入金利等の将来の金利市場における利

率上昇による変動リスクを回避する目的で利用してい

る。

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っている。

  ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

金利オプション、 
金利スワップ

借入金

為替予約 外貨建金銭債権債務

  ヘッジ方針

   相場変動による重要な影響の恐れがある場合は、

基本的にヘッジ取引を行っている。

  ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ手段の変動額の累計とヘッジ対象の変動額

の累計を比較して、有効性の判断を行っている。

(3) 取引の利用目的

同 左

(4) 取引に係るリスクの内容

  為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを、金

利オプション取引・金利スワップ取引は市場金利の変

動によるリスクを有している。

  なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

しているため信用リスクはほとんどないと認識してい

る。

(4) 取引に係るリスクの内容

同 左

(5) 取引に係るリスク管理体制

  社内ルールに従い、担当部門が決裁責任者の承認を

得て行っている。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同 左



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

日本コムシス㈱は、確定給付型の企業年金基金制度を設けている。サンワコムシスエンジニアリング

㈱及び一部の連結子会社は、確定給付型の厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を

設けている。東日本システム建設㈱及び一部の連結子会社は、適格退職年金制度及び退職一時金制度を

設けている。一部の連結子会社は、中小企業退職金共済制度に加入している。一部の連結子会社の加入

する厚生年金基金は総合設立型であり、平成18年３月31日現在の年金資産額は6,175百万円（持分は人

数により算定）である。また、日本コムシス㈱、サンワコムシスエンジニアリング㈱、東日本システム

建設㈱においては、退職給付信託を設定している。なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合がある。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

(百万円)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

(百万円)

イ 退職給付債務 △43,912 △44,049

ロ 年金資産 37,231 44,523

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △6,681 474

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ― ―

ホ 未認識数理計算上の差異 7,778 2,040

ヘ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △21 △4,587

ト 未認識年金資産 △4,912 ―

チ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) △3,836 △2,071

リ 前払年金費用 1,042 2,087

ヌ 退職給付引当金(チ－リ) △4,878 △4,159

前連結会計年度 
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

(注) １ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載し

ている。

２ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算

定に当たり、簡便法を採用している。

(注) １      ─────      

２       同 左



３ 退職給付費用に関する事項 

  

   

 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(百万円)

イ 勤務費用(注)１、３ 2,553 2,144

ロ 利息費用 1,085 991

ハ 期待運用収益 △729 △675

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 ― ―

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 865 687

ヘ 過去勤務債務の費用処理額(注)２ △230 △376

ト その他(注)４ 54 93

チ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) 3,599 2,864

前連結会計年度 
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

(注) １ 厚生年金基金に対する従業員拠出金を控

除している。

２ 退職金の制度改定が行われことに伴うも

のである。

３ 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、「イ 勤務費用」に計上し

ている。

４ 確定拠出年金への掛金の支払額である。

(注) １       同 左

２       同 左

３       同 左

４       同 左

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同 左

ロ 割引率 2.5％ 同 左

ハ 期待運用収益率 主として2.6％ 主として2.2％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 主として発生した連結会計年度で一

括処理している。
主として15年(各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務

期間による定額法により按分した額

を損益処理することとしている。)

ホ 数理計算上の差異の処理年数 主として15年(各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務

期間による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしてい

る。)

主として15年(各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務

期間による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計年度

から損益処理することとしてい

る。)



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 855百万円

退職給付引当金等 2,518

役員退職慰労引当金 306

未払事業税 386

未払費用 2,049

関係会社株式評価損 856

子会社土地評価差額 1,002

繰越欠損金 1,070

その他 994

繰延税金資産小計 10,041

評価性引当額 △2,949

繰延税金資産合計 7,091

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △156

子会社土地評価差額 △1,870

その他 △331

繰延税金負債合計 △2,358

繰延税金資産の純額 4,733
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 1,115百万円

退職給付引当金等 2,047

役員退職慰労引当金 302

未払事業税 201

未払費用 2,338

関係会社株式評価損 781

子会社土地評価差額 1,022

繰越欠損金 398

その他 911

繰延税金資産小計 9,120

評価性引当額 △3,039

繰延税金資産合計 6,080

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △149

子会社土地評価差額 △1,906

その他 △778

繰延税金負債合計 △2,834

繰延税金資産の純額 3,245

 

２ 再評価に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳

繰延税金資産

再評価に係る繰延税金資産 4,589百万円

評価性引当額 △4,589

再評価に係る繰延税金資産の合計 ―

繰延税金負債

再評価に係る繰延税金負債 2,365

再評価に係る繰延税金負債の合計 2,365

再評価に係る繰延税金負債の純額 2,365
 

２ 再評価に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳

繰延税金資産

再評価に係る繰延税金資産 4,578百万円

評価性引当額 △4,578

再評価に係る繰延税金資産の合計 ―

繰延税金負債

再評価に係る繰延税金負債 2,365

再評価に係る繰延税金負債の合計 2,365

再評価に係る繰延税金負債の純額 2,365

３ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため注記を省略している。

３ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

同 左



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平

成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

連結会社は一部で電気通信設備工事事業以外の事業を営んでいるが、それらの事業の全セグメン

トに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載を省略している。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平

成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はない。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自 平

成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略している。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度（自 平成

17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

記載すべき事項なし。 

  

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 906.92円 １株当たり純資産額 964.70円

１株当たり当期純利益 58.42円 １株当たり当期純利益 69.65円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。  

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

69.62円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

 当期純利益(百万円) 8,349 10,030

 普通株主に帰属しない金額(百万円) 104 173

 (うち利益処分による役員賞与) (104) (173)

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 8,245 9,856

 普通株式の期中平均株式数(千株) 141,134 141,516

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額(百万円) ― ―

 普通株式増加数(千株) ― 67

 (うち新株予約権) (―) (67)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要

───── ─────



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項なし。 

  

【借入金等明細表】 

 
(注) １ 平均利率は期末残高から算出している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

である。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,162 840 1.62 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 761 2,453 2.35 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

2,767 313 2.33 平成19年～平成23年

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 4,692 3,607 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 189 71 30 23



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金預金 2,005 2,211

 ２ 関係会社預け金 ※４ 6,022 9,320

 ３ その他 347 459

   流動資産合計 8,375 6.8 11,991 9.5

Ⅱ 固定資産

 １ 無形固定資産 21

  (1) ソフトウェア ─ 12

  (2) その他 ─ 4

   無形固定資産合計 21 0.0 17 0.0

 ２ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ― 365

  (2) 関係会社株式 114,099 114,099

  (3) 関係会社長期預け金 ※４ 252 426

  (4) 繰延税金資産 10 25

   投資その他の資産合計 114,362 93.2 114,917 90.5

   固定資産合計 114,384 93.2 114,934 90.5

   資産合計 122,760 100.0 126,926 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 関係会社預り金 ※４ 16,769 19,840

 ２ その他 87 116

   流動負債合計 16,856 13.8 19,956 15.7

Ⅱ 固定負債

 １ 役員退職慰労引当金 26 30

   固定負債合計 26 0.0 30 0.0

   負債合計 16,882 13.8 19,987 15.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 10,000 8.1 10,000 7.9

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 58,815 58,815

 ２ その他資本剰余金

  (1) 資本準備金減少差益 40,000 40,000

  (2) 自己株式処分差益 ― 103

   資本剰余金合計 98,815 80.5 98,919 77.9

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 1,833 1,779

   利益剰余金合計 1,833 1.5 1,779 1.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ― ― △20 △0.0

Ⅴ 自己株式 ※２ △4,771 △3.9 △3,739 △2.9

   資本合計 105,877 86.2 106,939 84.3

   負債資本合計 122,760 100.0 126,926 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益

 １ 配当金収入 ※１ 1,711 2,322

 ２ 経営管理料収入 ※１ 500 2,211 100.0 550 2,872 100.0

Ⅱ 営業費用

 １ 一般管理費 ※２ 490 22.2 536 18.7

   営業利益 1,721 77.8 2,335 81.3

Ⅲ 営業外収益

 １ 受取利息 ※１ 26 57

 ２ 有価証券利息 ― 26

 ３ その他 13 39 1.8 1 85 3.0

Ⅳ 営業外費用

 １ 支払利息 ※１ 22 28

 ２ その他 ― 22 1.0 0 29 1.0

   経常利益 1,738 78.6 2,392 83.3

   税引前当期純利益 1,738 78.6 2,392 83.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

29 52

   法人税等調整額 △10 18 0.8 △4 47 1.7

   当期純利益 1,720 77.8 2,344 81.6

   前期繰越利益 843 422

   中間配当額 729 987

   当期未処分利益 1,833 1,779



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

前事業年度
株主総会承認日 
(平成17年６月29日)

当事業年度 
株主総会承認日 
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,833 1,779

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 1,411 1,137

(１株につき
10円00銭)

1,411
(１株につき

8円00銭)
1,137

Ⅲ 次期繰越利益 422 641



重要な会計方針 

  

 
  

会計方針の変更 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１. 有価証券の評価基準及

び評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法を採用して

いる。

(1)子会社株式及び関連会社株式

同 左

(2)その他有価証券

─────

(2)その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は平均移動法に

より算定）

２. 固定資産の減価償却の

方法

無形固定資産

 定額法を採用している。

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用してい

る。

無形固定資産

同 左

３. 引当金の計上基準 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金支給に備えるた

め、会社内規に基づく期末要支給額の

全額を計上している。

役員退職慰労引当金

同 左

４. その他財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っている。

消費税等の会計処理

同 左

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第6号平成15年10

月31日)が平成16年３月31日に終了する事業年度に係る

財務諸表から適用できることになったことに伴い、当事

業年度から同会計基準及び同適用指針を適用している。

 これによる当事業年度の損益に与える影響はない。

─────



表示方法の変更 

  

 
  

注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

         ──────  前事業年度まで無形固定資産に含めて表示していた

「ソフトウェア」を資産内容を明瞭に表示するため、当

事業年度において区分掲記した。 

 なお、前事業年度の「ソフトウェア」は17百万円であ

る。

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 580,000千株

発行済株式総数 普通株式 145,977千株

 
 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 580,000千株

発行済株式総数 普通株式 145,977千株

 

※２ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式4,820

千株である。

 

※２ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式3,754 

千株である。

 

 

 ３ 当社は、取引銀行５行と貸出コミットメント契約

を締結している。これら契約に基づく当事業年度末

の借入未実行残高は次のとおりである。

貸出コミットメントの総額 9,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 9,000

 
 

 ３ 当社は、取引銀行４行と貸出コミットメント契約

を締結している。これら契約に基づく当事業年度末

の借入未実行残高は次のとおりである。

貸出コミットメントの総額 6,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 6,000

 

※４ 契約形態の変更のため、当事業年度より次のよう

に表示している。

前事業年度 当事業年度

関係会社短期貸付金 関係会社預け金

関係会社長期貸付金 関係会社長期預け金

関係会社短期借入金 関係会社預り金
 

※４        ─────



(損益計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

該当事項なし。 

  

(有価証券関係) 

前事業年度（平成17年３月31日）及び当事業年度（平成18年３月31日）のいずれにおいても 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ている。

営業収益

配当金収入 1,711百万円

経営管理料収入 500

営業外収益

 受取利息 26

営業外費用

 支払利息 22

 
 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ている。

営業収益

配当金収入 2,322百万円

経営管理料収入 550

営業外収益

受取利息 41

営業外費用

支払利息 28

 

 

※２ 一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりで

ある。

役員報酬 74百万円

給料諸手当 122

役員退職慰労引当金繰入額 17

業務委託費 51

 
 

※２ 一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりで

ある。

役員報酬 69百万円

給料諸手当 144

役員退職慰労引当金繰入額 14

業務委託費 22

 

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

役員退職慰労引当金 10百万円

未払費用 8

未払事業税等 8

繰延税金資産合計 27

繰延税金資産の純額 27

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

役員退職慰労引当金 12百万円

未払費用 9

その他有価証券評価差額金 13

未払事業税等 10

繰延税金資産合計 45

繰延税金資産の純額 45

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

(調整)

永久に損金に算入されない項目 0.1％

永久に益金に算入されない項目 △38.9％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.0％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

(調整)

永久に損金に算入されない項目 0.2％

永久に益金に算入されない項目 △38.4％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.0％



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 750.07円 １株当たり純資産額 751.91円

１株当たり当期純利益 11.86円 １株当たり当期純利益 16.55円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。  

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

16.54円

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

 当期純利益(百万円) 1,720 2,344

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,720 2,344

 普通株式の期中平均株式数(千株) 145,067 141,692

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額（百万円） ― ―

 普通株式増加数（千株） ― 67

 （うち新株予約権） (―) (67)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要

    ─────     ─────



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定によ

り、記載を省略している。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) 無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

欄の記載を省略している。 

  

【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式数は、3,754,510株である。 

２ 当期増加額は自己株式の処分によるものである。 

  

【引当金明細表】 

  

 
  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

無形固定資産

 ソフトウェア ─ ― ― 21 8 4 12

 その他 ─ ─ ─ 5 1 0 4

無形固定資産計 ─ ― ― 26 9 4 17

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (百万円) 10,000 ― ― 10,000

資本金のうち 
既発行株式

普通株式(注)１ (株) (145,977,886) (    ―) (    ―) (145,977,866)

普通株式 (百万円) 10,000 ― ― 10,000

計 (株) (145,977,886) (    ―) (    ―) (145,977,886)

計 (百万円) 10,000 ― ― 10,000

資本準備金 
及びその他 
資本剰余金

（資本準備金） 
資本準備金

(百万円) 58,815 ― ― 58,815

（その他資本剰余金）
資本準備金減少差益

(百万円) 40,000 ― ― 40,000

自己株式処分差益
(注)２

(百万円) ― 103 ― 103

計 (百万円) 98,815 103 ― 98,919

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

役員退職慰労引当金 26 14 10 ― 30



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(イ)現金及び預金 

  

 
  

(ロ)関係会社預け金 

  

 
  

(ハ)関係会社株式 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 0

預金

当座預金 1

普通預金 7

定期預金 2,200

別段預金 2

計 2,211

合計 2,211

相手先 金額(百万円)

サンワコムシスエンジニアリング株式会社 3,935

コムシス通産株式会社 2,353

株式会社サンネットコム 735

株式会社大栄製作所 645

その他 1,650

計 9,320

相手先 金額(百万円)

日本コムシス株式会社 100,712

サンワコムシスエンジニアリング株式会社 6,611

東日本システム建設株式会社 6,774

計 114,099



② 負債の部 

(イ)関係会社預り金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

日本コムシス株式会社 9,664

東京通建株式会社 5,069

日東通建株式会社 1,935

オーティエンジニアリング株式会社 2,170

その他 1,000

計 19,840



(3) 【その他】 

平成17年10月１日付にて、株式交換により当社の完全子会社となった國際電設株式会社の最近２事業

年度に係る財務諸表は以下のとおりであります。 

  

 財務諸表等 

(1) 財務諸表 

① 貸借対照表 

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金預金 599,784 86,069

 ２ 完成工事未収入金 ※１ 817,290 688,021

 ３ 有価証券 12,580 ―

 ４ 親会社株式 ― 20,871

 ５ 未成工事支出金 24,373 47,600

 ６ 材料貯蔵品 17,544 47,778

 ７ 前払費用 3,274 3,172

 ８ 繰延税金資産 25,196 19,870

 ９ 関係会社預け金 ─ 559,369

 10 立替金 29,171 36,707

 11 その他 2,099 10,008

  流動資産合計 1,531,315 63.0 1,519,469 62.3

Ⅱ 固定資産

 (1）有形固定資産

  １ 建物 277,200 300,460

    減価償却累計額 178,907 98,292 189,081 111,378

  ２ 構築物 22,656 23,888

    減価償却累計額 17,352 5,304 18,213 5,674

  ３ 機械装置 60,067 61,297

    減価償却累計額  51,517 8,550 51,453 9,843

  ４ 車両運搬具 22,078 13,625

    減価償却累計額 20,228 1,850 12,723 901

  ５ 工具器具・備品 82,784 73,170

    減価償却累計額 76,802 5,981 67,205 5,964

  ６ 土地 510,768 357,912

   有形固定資産合計 630,747 26.0 491,675 20.2



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (2）無形固定資産

  １ 電話加入権 4,679 3,203

  ２ ソフトウェア 50 ―

   無形固定資産合計 4,729 0.2 3,203 0.1

 (3）投資その他の資産

  １ 投資有価証券 221,248 403,648

  ２ 長期前払費用 7,858 36

  ３ 繰延税金資産 11,508 ―

  ４ 共同施設負担金 1,228 ―

  ５ ゴルフ会員権 24,076 24,076

  ６ その他 3,305 2,973

  ７ 貸倒引当金 △ 6,100 △  6,100

   投資その他の資産合計 263,125 10.8 424,634 17.4

  固定資産合計 898,602 37.0 919,513 37.7

  資産合計 2,429,918 100.0 2,438,982 100.0

(負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 工事未払金 ※１ 501,707 468,813

 ２ 短期借入金 50,000 ─

 ３ 未払金  ※１ 64,355 51,230

 ４ 未払費用 ─ 5,770

 ５ 未払法人税等 76,131 51,678

 ６ 未払消費税等 15,530 7,693

 ７ 預り金 5,952 11,351

 ８ 賞与引当金 45,600 46,000

 ９ その他 ― 262

  流動負債合計 759,277 31.3 642,800 26.4



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 ─ 34,229

 ２ 退職給付引当金 209,258 184,810

 ３ 役員退職慰労引当金 10,558 13,135

  固定負債合計 219,817 9.0 232,175 9.5

  負債合計 979,094 40.3 874,976 35.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 157,500 6.5 157,500 6.4

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 5,830 5,830

    資本剰余金合計 5,830 0.2 5,830 0.2

Ⅲ 利益剰余金

 (1）利益準備金 39,375 39,375

 (2）任意積立金

  １ 土地圧縮記帳積立金 53,003 53,003

  ２ 退職給与積立金 22,656 22,656

  ３ 別途積立金 910,000 995,000

 (3）当期未処分利益 206,580 110,930

  利益剰余金合計 1,231,615 50.7 1,220,965 50.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金 66,272 2.7 179,710 7.4

Ⅴ 自己株式 ※３ △ 10,394 △0.4 ─ ─

  資本合計 1,450,823 59.7 1,564,006 64.1

  負債資本合計 2,429,918 100.0 2,438,982 100.0



② 損益計算書 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 ※１ 4,086,423 100.0 4,686,251 100.0

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 3,625,661 88.7 4,252,383 90.7

   完成工事総利益 460,761 11.3 433,868 9.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 20,745 21,225

 ２ 従業員給料手当 103,451 99,341

 ３ 賞与引当金繰入額 12,078 10,835

 ４ 役員退職慰労引当金繰入 
   額

5,248 5,385

 ５ 法定福利費 16,289 19,871

 ６ 退職給付費用 1,587 440

 ７ 減価償却費 5,627 6,193

 ８ その他の経費 80,787 245,815 6.0 84,718 248,011 5.3

   営業利益 214,946 5.3 185,856 4.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 24 21

 ２ 有価証券利息 205 53

 ３ 受取配当金 5,517 3,466

 ４ 施設等賃貸料 9,360 10,360

 ５ その他営業外収益 873 15,980 0.4 799 14,700 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 3,421 3,014

 ２ その他営業外費用 780 4,201 0.1 ─ 3,014 0.1

   経常利益 226,725 5.6 197,542 4.2

Ⅵ 特別利益

 １ 保険返戻金 ― 1,910

 ２ その他特別利益 ― ― ― 0 1,910 0.0



次へ 

 
  

完成工事原価明細書 

 
（注） 材料費、労務費、外注費及び直接経費の要素別に集計し各工事の口別に実際原価を把握して工事別原価を計

算し、間接経費は期末に当期施工高を基準として当期完成工事原価及び期末未成工事支出金に配賦しており

ます。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

 １ 前期損益修正損 ※２ ― 152,856

 ２ 固定資産売却損 ※３ 224 1,332

 ３ 固定資産除却損 ※４ 1,942 2,166 0.1 724 154,913 3.3

   税引前当期純利益 224,558 5.5 44,539 0.9

   法人税、住民税及び事業 
   税

105,000 76,000

   法人税等調整額 △ 10,518 94,481 2.3 △54,766 21,233 0.4

   当期純利益 130,077 3.2 23,305 0.5

   前期繰越利益 76,503 87,624

   当期未処分利益 206,580 110,930

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

Ⅰ 材料費 253,446 7.0 387,762 9.1

Ⅱ 労務費 99,089 2.7 138,387 3.3

Ⅲ 外注費 2,652,792 73.2 3,016,851 70.9

Ⅳ 経費 620,333 17.1 709,381 16.7

  （うち人件費） (400,142) (11.0） (440,671) (10.4)

計 3,625,661 100.0 4,252,383 100.0



③ キャッシュ・フロー計算書 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
   税引前当期純利益 224,558 44,539

   減価償却費 16,431 15,114

   長期前払費用等償却額 822 1,316

   賞与引当金の増減額（減少：△） 16,100 400

   退職給付引当金の増減額（減少：△） △  6,837 △  24,448

   役員退職慰労引当金の増減額(減少：△) 2,210 2,577

   受取利息及び受取配当金 △  5,747 △  3,541

   保険返戻金 ― △  1,910

   保証金償却 ― 455

   支払利息 3,421 3,014

   投資有価証券売却損 43 ―

   有形固定資産除却損 1,942 724

   有形固定資産売却損 224 1,332

   前期損益修正損 ― 152,856

   売上債権の増減額（増加：△） △ 237,034  129,268

   未成工事支出金等の増減額（増加：△） 12,158 △  53,597

   その他流動資産の増減額（増加：△） 7,752 △  6,525

   仕入債務の増減額（減少：△） 107,905 △  32,894

   未成工事受入金の増減額（減少：△） △ 27,252 ―

   その他流動負債の増減額（減少：△） 12,915 5,261

   役員賞与の支払額 △  9,000 △  9,000

    小計 120,616 224,943

   利息及び配当金の受取額 5,747 3,541
   利息の支払額 △  3,162 △  2,900

   法人税等の支払額 △ 66,659 △  84,810

  営業活動によるキャッシュ・フロー 56,541 140,774

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の払戻による収入 70,000 ―

   有価証券の売却による収入 14,110 12,580

   投資有価証券の売却による収入 2,106 ―

   有形固定資産の取得による支出 △  4,867 △  40,827

   有形固定資産の売却による収入 1 ―

   無形固定資産の売却による収入 ― 143

   関係会社預け金による支出 ― △ 559,369

   その他投資等取得による支出 △  4,633 △   123

   その他投資等売却による収入 ― 9,645

   投資活動によるキャッシュ・フロー 76,717 △ 577,951

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の返済による支出 △ 110,000 △  50,000

   自己株式取得による支出 △  1,105 △  1,581

   配当金の支払額 △ 24,984 △  24,956
   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 136,089 △  76,537



次へ 

 
  

④ 利益処分計算書 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △  2,830 △  513,715

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 602,615 599,784

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 599,784 86,069

   

前事業年度
(平成17年６月29日 
株主総会承認日)

当事業年度
(平成18年６月28日
株主総会承認日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 206,580 110,930

Ⅱ 任意積立金取崩額

   退職給与積立金取崩額 ― 22,656

   土地圧縮記帳積立金取 
   崩額

― ― 53,003 75,659

    合計 206,580 186,590

Ⅲ 利益処分額

   株主配当金 24,956 12,600

   取締役賞与金 9,000 5,700

   任意積立金

    別途積立金 85,000 118,956 81,000 99,300

Ⅳ 次期繰越利益 87,624 87,290



重要な会計方針 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）満期保有目的の債券

 償却原価法(定額法)によっており

ます。

(1）満期保有目的の債券

同左 

(2）その他有価証券

  時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によっておりま

す。

(2）その他有価証券 

  時価のあるもの

同左 

  時価のないもの

 移動平均法による原価法によっ

ております。

時価のないもの

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

 未成工事支出金は、個別法に基づく

原価法、材料貯蔵品は先入先出法に基

づく原価法によっております。

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

 定率法（ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物（建物附属設備

を除く。）については、定額法）に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

 建物       3～50年 

 機械装置       7年 

 工具器具・備品  3～20年 

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

 定額法によっております。 

 なお、ソフトウェア（自社利用）

については、社内における見込利用

可能期間(５年)による定額法によっ

ております。 

(2）無形固定資産

同左

(3）長期前払費用等

 共同施設負担金及び長期前払費用

については均等償却によっておりま

す。

(3）長期前払費用等

同左

４ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

 債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討して

計上しておりますが、一般債権につ

いては貸倒の実績がないため、当事

業年度末においては計上しておりま

せん。

(1）貸倒引当金

同左



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2）賞与引当金

 従業員の賞与の支払いに備えるた

め、支給見込額のうち当期負担額を

計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(3) 完成工事補償引当金

 完成工事のかし担保の費用に備え

るため、当事業年度の完成工事高に

対する将来の見積補償額に基づいて

計上しておりますが、補償の実績が

ないため当事業年度末においては計

上しておりません。

(3) 完成工事補償引当金

同左

(4) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

の金額から年金資産の額を控除した

金額をもって計上しております。

(4) 退職給付引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支払に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づく

当事業年度末における要支給額を計

上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

５ 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工事完成基準

によっております。

同左

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

同左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

 消費税等に相当する額の会計処理

 消費税及び地方消費税に相当する

額の会計処理は、税抜方式によって

おります。

 消費税等に相当する額の会計処理

同左



前へ   次へ 

会計方針の変更 

 
  

注記事項 

（貸借対照表関係） 

 
  

（損益計算書関係） 

 
  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

────── （固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

※１ 関係会社に対する完成工事未収入金が617,964千

円、工事未払金が73,968千円あります。

※１ 親会社に対する完成工事未収入金が630,681千

円、工事未払金が4,785千円、未払金が1,154千円

あります。

 

※２ 会社が発行する株式の総数 普通株式12,000千株

   発行済株式の総数 普通株式 3,150千株
 

※２ 会社が発行する株式の総数 普通株式12,000千株

  発行済株式の総数 普通株式 3,150千株

 
※３ 保有自己株式数 普通株式 30,456株 ※３        ──────

 ４ 配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は、

66,272千円であります。

 ４ 配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は、

179,710千円であります。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 関係会社に対する完成工事高が3,574,326千円あ

ります。

※１ 親会社に対する完成工事高が4,350,267千円あり

ます。

※２        ────── ※２ 過年度における土地の交換による譲渡損でありま

す。

※３ 固定資産売却損は、車両運搬具の売却損224千円

であります。

※３ 固定資産売却損は、電話加入権の売却損1,332千

円であります。

※４ 固定資産除却損は、建物717千円、構築物239千

円、車両運搬具387千円、工具器具備品598千円の

除却損であります。

※４ 固定資産除却損は、車両運搬具422千円、備品302

千円の除却損であります。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載さ

れている科目の金額と関係

（平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定 599,784千円

有価証券勘定 12,580千円

償還期間が３ヶ月を超える債券 △  12,580千円

現金及び現金同等物 599,784千円
 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載さ

れている科目の金額と関係

（平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 86,069千円

有価証券勘定 ―千円

償還期間が３ヶ月を超える債券 ―千円

現金及び現金同等物 86,069千円



（リース取引関係） 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当 
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円)

車両運搬具 92,310 23,107 69,203

合計 92,310 23,107 69,203

 なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

 

取得価
額相当 
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円)

車両運搬具 98,895 26,197 72,698

合計 98,895 26,197 72,698

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 15,385千円

１年超 53,818千円

 合 計 69,203千円

 なお、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定

しております。

 

② 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 16,954千円

１年超 57,202千円

合 計 74,157千円

③ 支払リース料及び減価償却費相当

額

③ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失

 

支払リース料 15,385千円

減価償却費相当額 15,385千円

支払リース料 16,475千円

減価償却費相当額 12,498千円

支払利息相当額 1,787千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤    ─────── ⑤ 利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。  

 なお、従来利子込み法によっており

ましたが、重要性が増したため、当事

業年度より利息法に変更しておりま

す。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はあ

りません。



（有価証券関係） 

 前事業年度（平成17年３月31日現在） 

 有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

３ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 
  

種類 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

(1)株式 73,767 189,457 115,689

(2)債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3)その他 10,200 10,359 159

小計 83,967 199,816 115,848

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

(1)株式 9,609 5,909 △ 3,699

(2)債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3)その他 13,414 13,022 △  391

小計 23,023 18,931 △ 4,091

合計 106,991 218,748 111,757

貸借対照表計上額(千円)

(1） 満期保有目的の債券

    利付債券 12,580

(2） その他有価証券

    非上場株式 2,500

種類
１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超 
(千円)

１ 債券

 (1)国債 ― ― ― ―

 (2)社債 ― ― ― ―

 (3)その他 12,580 ― ― ―

２ その他 ― ― ― ―

合計 12,580 ― ― ―



前へ   次へ 

 当事業年度（平成18年３月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

３ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

 
  

種類 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

(1)株式 73,767 365,454 291,687

(2)親会社株式 11,975 20,871 8,895

(3)債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(4)その他 10,200 16,400 6,200

小計 95,943 402,726 306,782

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

(1)株式 9,609 6,363 △ 3,246

(2)債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3)その他 13,414 12,930  △  483

小計 23,023 19,293  △ 3,729

合計 118,966 422,019 303,052

貸借対照表計上額(千円)

(1) その他有価証券

    非上場株式 2,500

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

0 0 ―



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日

至平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と適格退職年金制度を設けております。 

 なお、第31期（昭和44年９月）より退職年金制度の一部について、適格退職年金制度（勤続３年以上

の定年退職者、勤続20年以上の退職者に100％）を採用しております。  

  

２ 退職給付債務及びその内訳 

 
(注) 当社は、退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用の内訳 

 
(注) 当社は、退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。 

  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

(1) 退職給付債務（千円） 324,573 341,412

(2）年金資産（千円） 115,315 156,602

(3）退職給付引当金（千円） 209,258 184,810

前事業年度
(自 平成16年４月１日)
至 平成17年３月31日)

当事業年度  
(自 平成17年４月１日)
至 平成18年３月31日)

退職給付費用（千円） 11,017 3,063

(1）勤務費用（千円） 11,017 3,063



（税効果会計関係） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

 （単位：千円） 

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

 
  

（持分法損益等） 

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日現在)

当事業年度
(平成18年３月31日現在)

繰延税金資産

 退職給付引当金損金算入限度超過額 84,410 75,217

 役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 4,297 5,346

 貸倒引当金損金算入限度超過額 2,482 2,482

 賞与引当金損金算入限度超過額 18,559 18,722

 ゴルフ会員権評価損否認 162 162

 みなし配当 325 325

 未払事業税 5,831 4,180

 未払事業所税 277 277

 減価償却超過額 1,693 1,957

 不動産取得税 528 ─

 法定福利費（賞与引当金計上対応分） ─ 2,348

繰延税金資産計 118,569 111,020

繰延税金負債

 未収還付税 ─ △ 2,037

 土地圧縮記帳積立金 △ 36,378 ─

 その他有価証券評価差額金 △ 45,485 △ 123,342

繰延税金負債計 △ 81,863 △ 125,379

 繰延税金資産純額 36,705 ─

 繰延税金負債純額 ─ △ 14,359

前事業年度
(平成17年３月31日現在)

当事業年度
(平成18年３月31日現在)

 法定実効税率と税効果

会計適用後の法人税等の

負担率との間の差異が法

定実効税率の100分の５

以下であるため注記を省

略しております。

(％)

法定実効税率 40.7

 （調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 8.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.1

住民税均等割等 2.5

法人税額特別控除額 △1.7

その他 △1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.7

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。 同左



(関連当事者との取引) 

  前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等  

 
(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等は含まれておりま

す。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

上記会社からの当社請負額については、当社と関連を有しない一般取引先と同様の条件によっております。 

  

  当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

 
(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等は含まれておりま

す。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

上記会社からの当社請負額については、当社と関連を有しない一般取引先と同様の条件によっております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

法人主 
要株主

日本コム
シス株式
会社

東京都
港区

31,140,519
電気通信 
設備工事 
等

(被所有) 
直 接 
27.69 

兼任
１名 

電気通信
設備工事
の請負先

営業取引

3,574,326
完成工事
未収入金

617,964

土地建物
の賃借

3,000
工 事  
未払金

73,968

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
日本コム
シス株式
会社

東京都
港区

31,140,519
電気通信 
設備工事 
等

(被所有) 
直 接 
100

兼任
１名 

電気通信
設備工事
の請負先

営業取引 4,350,267
完成工事
未収入金

630,681



（１株当たり情報） 

 
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 (円) 462.19 494.70

１株当たり当期純利益金額 (円) 38.79 5.62

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益(千円) 130,077 23,305

普通株主に帰属しない金額(千円) 9,000 5,700

 (うち利益処分による役員賞与金) （9,000） (5,700)

普通株式に係る当期純利益(千円) 121,077 17,605

期中平均株式数(株) 3,121,451 3,134,101



前へ   次へ 

（重要な後発事象） 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度 
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 コムシスホールディングス㈱との株式交換 ──────

 当社とコムシスホールディングス㈱は、急激な市場構

造の変化に対応できる技術力の向上と、良質かつ低廉な

工事施工能力の増進を図ることを目的として、平成17年

５月17日に当社がコムシスホールディングス㈱の完全子

会社となる株式交換契約を締結し、同年６月29日開催の

定時株主総会において同株式交換契約書の承認を受けま

した。 

(1) 株式交換契約の概要

 ① 株式交換の内容

 当社は、コムシスホールディングス㈱と商法第

352条から第363条に定める方法により株式交換を行

い、当社はコムシスホールディングス㈱の完全子会

社となります。

 ② 株式交換の日 平成17年10月１日

 ③ 株式交換に際して発行する株式及び割当

 コムシスホールディングス㈱は株式交換に際して

その保有する自己の普通株式1,134,000株を、株式

交換の日の前日最終の國際電設㈱の株主名簿（実質

株主名簿を含む。以下同じ。）に記載された株主

（実質株主を含む。以下同じ。）に対し、その所有

する國際電設㈱の普通株式１株につき、コムシスホ

ールディングス㈱の普通株式0.36株の割合をもって

割当交付する。

 ④ 増加すべき資本金及び資本準備金の額

 当社が増加すべき資本金及び資本準備金はありま

せん。

 

(2) コムシスホールディングス㈱の概要

  代表者 代表取締役社長 島田博文 

  資本金 10,000百万円 

  住所  東京都品川区東五反田２-17-１ 

 ① 主な事業内容

   情報通信工事、電気工事 

 ② 売上高及び当期純利益

                 (平成17年３月期)

   売上高 2,211百万円

   当期純利益 1,720百万円

 ③ 資産、負債の状況

              (平成17年３月31日現在)

   資産合計 122,760百万円

   負債合計 16,882百万円

   資本合計 105,877百万円

 



⑤ 附属明細表 

(有価証券明細表)  

(株式) 

 
  

(その他) 

 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価証券
その他 
有価証券

㈱大和証券グループ本社 45,000 71,055

㈱みずほフィナンシャルグループ 189 182,661

㈱三井住友フィナンシャルグループ 57 74,425

日本電信電話㈱ 12 6,363

㈱東京都民銀行 4,039 21,770

㈱りそなホールディングス 36 14,670

中央資材㈱ 4,000 1,000

㈱サンレック 2,000 1,000

東日本旅客鉄道㈱ 1 872

㈱高文 10,000 500

計 65,335 374,317

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価証券
その他 
有価証券

（投資信託受益証券）

  証券投資信託受益証券（３銘柄） 20,022,790 29,330

計 20,022,790 29,330



(有形固定資産等明細表) 

 
（注）１ 土地の当期減少額は過年度の交換に係る修正によるものであります。 

   ２ 無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

  

(社債明細表) 

 該当事項はありません。 

  

(借入金等明細表) 

 
(注) 平均利率は、期中平均を使用しております。 

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 277,200 23,615 355 300,460 189,081 10,529 111,378

 構築物 22,656 1,232 ─ 23,888 18,213 861 5,674

 機械装置 60,067 3,380 2,150 61,297 51,453 2,086 9,843

 車両運搬具 22,078 ─ 8,453 13,625 12,723 525 901

 工具器具・備品 82,784 1,209 10,823 73,170 67,205 924 5,964

 土地 510,768 ― 152,856 357,912 ― ― 357,912

有形固定資産計 975,556 29,436 174,639 830,353 338,678 14,927 491,675

無形固定資産

 電話加入権 ― ― ― 3,203 ― ― 3,203

 ソフトウェア ― ― ― 250 250 50 ―

  無形固定資産計 ― ― ― 3,453 250 50 3,203

長期前払費用 8,174 ― 7,734 440 403 88 36

繰延資産

───── ― ― ― ― ― ― ―

  繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 50,000 ― 1.59 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 50,000 ― ― ―



前へ 

(資本金等明細表) 

 
(注)  当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

(引当金明細表) 

 
(注) 「当期減少額（その他）」の減少額は洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (千円) 157,500 ― ― 157,500

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (千株) (3,150) (    ―) (    ―) (3,150)

普通株式 (千円) 157,500 ― ― 157,500

計 (千株) (3,150) (    ―) (    ―) (3,150)

計 (千円) 157,500 ― ― 157,500

資本準備金 
及びその他 
資本剰余金

（資本準備金）

 株式払込剰余金 (千円) 5,830 ― ― 5,830

計 (千円) 5,830 ― ― 5,830

利益準備金及
び任意積立金

（利益準備金） (千円) 39,375 ― ― 39,375

（任意積立金）

 土地圧縮記帳
 積立金 (千円)

53,003 ― ― 53,003

 退職給与積立金 (千円) 22,656 ― ― 22,656

 別途積立金(注) (千円) 910,000 85,000 ― 995,000

計 (千円) 1,025,034 85,000 ― 1,110,034

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 6,100 6,100 ― 6,100 6,100

賞与引当金 45,600 46,000 45,600 ― 46,000

役員退職慰労引当金 10,558 5,385 2,808 ― 13,135



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 会社法第440条第４項の規定により決算公告は行わない。 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100,000株券、10,000株券及び1,000株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り・
買増し

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 及びその添付書類
事業年度 
(第２期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日
関東財務局長に提出。

(2) 有価証券届出書及びその添付書類 （ストックオプション制度に伴う新株予約権の発行）
平成17年９月29日
関東財務局長に提出。

(3) 有価証券届出書の 訂正届出書 上記有価証券届出書の訂正届出書 平成17年10月７日
関東財務局長に提出。

(4) 半期報告書 事業年度 
(第３期中)

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

平成17年12月21日
関東財務局長に提出。



 該当事項なし。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月29日

コムシスホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るコムシスホールディングス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結

果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、コムシスホールディングス株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

公認会計士 桜友共同事務所

公認会計士  宮  下  英  次  

公認会計士  丹  羽  秀  夫  

公認会計士  斉  藤     孝  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

コムシスホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るコムシスホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結

果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、コムシスホールディングス株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  
追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４.３ (４)に記載のとおり、連結子会社である日本コム

シス株式会社は、当連結会計年度から退職給付における過去勤務債務の費用処理について、発生年度におい

て全額を損益処理する方法から発生年度の従業員の平均残存勤務期間（15年）による定額法により損益処理

する方法に変更している。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

公認会計士 桜友共同事務所

公認会計士  丹  羽  秀  夫 

公認会計士  斉  藤     孝  

公認会計士  鈴  木  智  喜  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月29日

コムシスホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るコムシスホールディングス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第２期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果とし

て意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

コムシスホールディングス株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

公認会計士 桜友共同事務所

公認会計士  宮  下  英  次  

公認会計士  丹  羽  秀  夫  

公認会計士  斉  藤     孝  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

コムシスホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るコムシスホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第３期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果とし

て意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

コムシスホールディングス株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

公認会計士 桜友共同事務所

公認会計士  丹  羽  秀  夫  

公認会計士  斉  藤     孝  

公認会計士  鈴  木  智  喜  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。
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